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第 1章 研究の背景と目的
1.1 背景
道路の旅行時間は安定的なものではなく，時間帯も

しくは日によって大きく変動する．特に，普段とは異
なる需要変化や，事故・天候変化による道路容量低下
などといった，“Non-Recurrent”な要因による旅行時
間の変動 (Travel Time Variability: TTV)は，利用者に
とって大きなコストとなる．道路整備や料金施策によ
る交通流の円滑化は，平均旅行時間によって測られる
速達性の向上のみならず，旅行時間信頼性の向上にも
大きく貢献するため，その経済便益を適切に計測して
事業評価に導入可能かどうかを検討することが求めら
れている（図–1）．この動きは欧州において近年特に活
発化している．
また，普段の道路利用において旅行時間信頼性が重

要となる場面として，カーナビゲーションシステム等
による目的地までの経路誘導が挙げられる．我が国の
道路では，ETC2.0システム等をはじめとして，様々な
観測機器により高い時空間分解能で交通観測を行うこ
とが可能になっており，旅行時間信頼性に関しても，そ
の詳細をネットワークのレベルで把握できるようにな
りつつある．最近では，Googleのような民間ベースの
スマートフォン・アプリケーションなどによるポータ
ブルかつリアルタイムな道路混雑情報提供も普及しつ
つある．これら充実した旅行時間データベースを有効
活用して，道路利用者の満足度向上に資するためにも，
旅行時間信頼性を考慮した適切な経路誘導システムの
開発が期待されている．
これまでの旅行時間信頼性評価の実務では，Buffer

Time Indexのような供給側の性能水準を示すパフォー
マンス指標が多く用いられてきた．しかし，旅行時間
信頼性の経済便益を，事業評価，特に，費用便益分析の
俎上に乗せるためには，利用者の視点，すなわちミク
ロ経済学的基礎を有した分析が新たに必要となる．と
りわけ，旅行時間変動の貨幣価値換算（Valuation）の
ための理論構築とその適切な推計方法の提案，ならび
に，施策実施に伴う旅行時間信頼性向上の将来予測手

σw
σwo

旅行時間

確率分布

事業有

事業無

（平均）時間短縮

（e.g. 標準偏差の減少σwo→σw）

図–1旅行時間信頼性向上便益の概念

法の確立が必要とされている．
一方，経路誘導については，現行の多くのシステム
において，静的な最短経路探索ならびにそれを援用し
た経路途上でのRe-Routingアルゴリズムが基礎として
用いられている．しかし，旅行時間が変動する状況で
は，事前（移動開始前）に最短な経路が，事後（移動終
了後）にも最短となる保証はない（図–2）．利用者の遅
刻リスク許容度や迂回の可能性（多経路）を考慮したリ
スク回避型動的経路誘導の基礎理論の確立，ならびに，
それを応用した経路誘導システムの構築が求められて
いる．さらに，起こりうる近未来の社会を考えたとき，
そのような経路誘導システムが多数の車両に搭載・利
用された際に，それがネットワーク交通流全体にどの
ような影響を与えるかについても検討する必要がある
と考えられる．

1.2 研究開発の目的
本研究開発は，旅行時間信頼性という，移動の質の
高さを規定する重要な特性を対象として，以下の三点
に関する研究開発を行うことを目的とする（図–3）．

1. 旅行時間信頼性向上の経済便益の計測・評価手法
の提案と検証

2-1. 旅行時間の不確実性を考慮した経路誘導アルゴリ
ズムの開発とシステム構築

2-2. 経路誘導システムの普及がネットワーク交通流全
体に及ぼす影響の分析

これらはいずれも，先述の技術的・方法論的ニーズ
を踏まえて蓄積された要素技術や方法論のさらなる高
度化により実現するものであり，道路の事業評価方法
への新たな知見を与えると共に，道路交通運用技術の
更なる発展につながるものと期待される．

(c)$	��������
���$
������
�����9$min$
�����������
��7$min�

(b)$������
�=4$min$

(a)��!" ���
���$[�
�#���]$

図–2旅行時間変動と経路誘導の単純例
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図–3研究の流れ

1.3 期待される成果
先述した三つの研究開発に期待される成果の詳細内

容は，それぞれ以下のとおりである．
(1) サブテーマ 1：旅行時間信頼性向上の経済便益の

計測・評価手法の提案と検証
旅行時間信頼性の経済評価に関する国内外の研究動

向を整理し，課題を体系的に取りまとめた上で，以下
の項目について方法論開発を行う．
• 貨幣価値原単位の調査・推定方法の開発
• 施策実施後の旅行時間変動を予測するモデルの構築
• 経済理論と整合的な旅行時間信頼性向上便益推計
方法の提案

• 実際の道路事業等を対象とした提案方法の適用可
能性・妥当性の検証

(2) サブテーマ 2-1：旅行時間の不確実性を考慮した経
路誘導アルゴリズムの開発とシステム構築

旅行時間信頼性を考慮した経路誘導に関する国内外
の研究並びに技術開発の動向を整理し，課題を体系的
に取りまとめた上で，以下の技術開発を行う．
• 旅行時間変動の下での道路利用者の遅刻リスク許
容度の調査・計測方法の開発

• 時間信頼性を考慮した経路誘導アルゴリズムの開発
• 経路誘導アルゴリズムの実装とシステム構築
• フィールド実験による提案方法の妥当性の検証

(3) サブテーマ 2-2：経路誘導システムの普及がネット
ワーク交通流全体に及ぼす影響の分析

2-1で開発した経路誘導システムが大多数の車両に搭
載される近未来の社会を念頭に，国内外の最新研究動
向を踏まえ，経路誘導システムの普及が交通流全体に
及ぼす影響を分析する．そのために以下の検討を行う．

• 経路誘導システムの普及とネットワーク交通流と
の関係を把握するためのシミュレータの開発

• 実ネットワークへの適用とネットワーク全体の信
頼性向上効果の検証

すなわちサブテーマ 2-2では，サブテーマ 2-1で開発し
たインテリジェントな経路誘導システムが広く普及し
た際に，旅行時間信頼性を含めた社会的費用がどのよ
うに変化するのかを，サブテーマ 1で構築した便益評
価方法論を援用して検討するものである．

1.4 報告書の構成
第 2章 ∼第 6章はサブテーマ 1に係る内容である．
第 2章では旅行時間信頼性の経済評価の包括的レビュー
を行う．第 3章は本研究で提案する便益評価のための
統合アプローチについて詳述し，第 4章ではそのケー
ススタディーについて詳述する．第 5章は一般道路網
全体の便益評価方法の試論を詳述する．第 6章では統
合アプローチのパラメータ推定方法について検討する．
第 7章と第 8章はサブテーマ 2-1に係る内容である．
第 7章では本研究で提案する Hyperpath (HP)に基づ
く遅刻リスク回避型経路誘導方式について詳述する．第
8章ではHPに基づく経路誘導を実ネットワークで可能
とするシステム開発について説明した上で，実装実験
の結果を詳述する．第 9章はサブテーマ 2-2に係る内
容で，近未来を念頭に HP基準に従う車両が広く社会
に普及したときに道路網全体の定時性や速達性がどう
変化するのかを評価する交通流シミュレーターの開発
とそれを用いた分析結果について述べている．
最後に第 10章では，本研究開発の成果をまとめた上
で，それが社会に果たし得る役割について述べている．
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第 2章 旅行時間信頼性の経済評価方
法の体系的整理

2.1 用語の整理
本研究では，主に“旅行時間変動”という表現を用い

る．これは，「信頼性」という表現が，サービスの故障
のような不測で望ましくない（つまり不運な）現象を表
わすのに適しているのに対し，本研究では「旅行時間
は本質的に変動するものであり，結果的に旅行時間が
短くなったとしても，その変動は旅行者にとってコス
トである」という基本認識に基いているためである1)．
また，「信頼性」並びに「規則性」は，時刻表と比べた
際の変動を計測するために用いることで区別する．特
に「信頼性」は出発時刻が明示的に表されているときに
用い，「規則性」は運行間隔が明示的に与えられたとき
に用いるのが適切であると思われる．さらに，時間評
価値に関しても，広く使われている「時間価値（Value
of Time: VOT）」という表現ではなく，「旅行時間価値
（VTT：Value of Travel Time）」という厳密な意味での
表記を用いることとする．
以上より，本研究では以下の関連用語を主に用いる．
・旅行時間（Travel Time）: TT
・旅行時間価値（Value of Travel Time）: VTT
・旅行時間変動（Travel Time Variability）: TTV
・旅行時間変動価値（Value of Travel Time Variabil-

ity）: VTTV

2.2 旅行時間変動の捉え方
旅行時間は，“自由流旅行時間（混雑の無い最少旅行

時間: Free-flow travel time）”と，それからの“遅れ
（Delay）”とに分解して取り扱われることが多い．しか
しこの定義による遅れには，週末と平日の違いや一日
の中でのピーク時・オフピーク時の旅行時間の系統的
な違いのように，予測可能で不確実性を引き起こさな
いものも含まれている．そこで旅行者の観点から旅行
時間変動を考える場合には，上述の遅れを，観測され
たトリップの特性から説明できる“システマティック
な遅れ（周期的 [Recurrent]な遅れ）”と，“説明・予測
が不可能な遅れ（非周期的 [Non-Recurrent]な遅れ）”
とに分けて考えるのが適切である2),3)．予測不可能な遅
れは，旅行者が知覚できなかった全ての遅れ時間を含
んでおり，事故や告知無しの路上工事に起因する交通
需要の増減や道路容量の低下等に起因するものである．
実際の分析では，説明不可能な遅れはある確率分布に

従う確率変数として表されることが多い．しかし，上
述の分離方法については，幾つかの異なる解釈の仕方
がある．初期の研究4),5) では，これら 3つの要素は正
の値として定義されており，説明不可能な遅れが正の

平均値を持つことを示唆している．また，説明不可能
な遅れを平均ゼロの確率変数とみなす方が好ましい場
合もある6),7),8)．すなわち，平均旅行時間は自由流旅行
時間と系統的遅れによって表され，説明不可能な遅れ
は，単純に，平均遅れ周辺の変動を意味することにな
る．説明不可能な遅れの分布形状は両ケースで同じに
なるが，統計分布の位置尺度が唯一異なる．
旅行時間変動を考慮した利用者行動のモデル分析で
は，通常，非周期的遅れが何らかの確率分布に従うと
考える．本研究では，旅行時間変動価値の推計を念頭
に置いて，“旅行時間変動＝旅行時間の確率変動”と定
義する．すなわち，旅行時間変動が“予測不可能遅れ
の変動”を意味するものと考える．これに対し，自由
流旅行時間とシステマティック遅れの偏差については，
“システマティック変動”と称することで区別する．

2.3 旅行時間の統計分布
単一の公共交通路線，あるいは，単路道路区間にお
ける旅行時間分布の計測は，比較的単純でわかりやす
い．多くの研究において，旅行時間分布は正規分布と
は有意に異なり，他の分布，例えば，対数正規分布，
Burr分布，安定分布，Skew正規分布，Skew-t分布，混
合正規分布等により適合度が高いことを見出している
3),8),9),10),11),12),13)．また，Bates et al. 2)では，鉄道到着時
刻の時刻表からの遅延時間の分布は，一般化ポワソン
分布により近いことを見出している．旅行時間は，物
理的な限界の存在から旅行時間には下限が存在する一
方（最小旅行時間），甚大なインシデントの発生等によ
り，稀ではあるものの非常に大きな旅行時間が生起す
る場合もある．すなわち旅行時間分布は一般的に，左
右非対称で右裾が長い形状となる6)．
また，連続する複数の道路区間における各旅行時間
分布を，全区間の旅行時間分布に変換することはより複
雑な問題となる．このような確率分布の畳込みが可能
かどうかを判断するためには，連続した道路区間にお
いて各旅行時間の分布がどのように関連しているのか
を知る必要がある14),15),16),17)．また，公共交通のトリッ
プチェーンでは，わずかな遅れで乗り換えなどができ
なくなり，さらに大きな遅れにつながってしまうとい
う，さらに複雑な問題を抱えている．従って，バスや
鉄道の乗り継ぎに失敗する確率，並びに，乗り遅れによ
る追加的遅延をモデル化することが必要である9)．いず
れにしても，旅行時間分布形状の全容を明らかにする
ことは，大量の交通観測データが得られるようになっ
た現在においても難しい問題であることに変わりはな
い．こうした中で，近年Ng et al.18)は，確率分布形を
仮定せずにN次までのモーメント統計量のみを用いて
旅行時間信頼性指標を構築する方法を提案している．
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2.4 旅行時間変動の価値付けに関するモデリングの方法
旅行時間変動を交通行動モデルに組み込む際の代表

的なアプローチは，平均－分散アプローチとスケジュー
リングアプローチに大別される1),2)．これら二つのアプ
ローチは，旅行時間変動が旅行者に認識されている状
況をどうモデル化するかという点で異なっている．ス
ケジューリングアプローチでは，旅行時間変動は，旅行
者自身のスケジュール決定を介して効用に影響を与え
ると仮定される．すなわち，どれぐらいの頻度で遅れ
るのか，また，平均的にどのくらいの長さの時間で遅
れる（あるいは，早く着く）のかといった視点である．
一方，平均–分散アプローチでは，早着遅着にかかわら
ず，不確実性そのものによって生じる旅行時間変動に
よる旅行者の不便さが直接的にモデル化される．
行動モデルを同定するためには，平均－分散アプロー

チでは経路選択や交通手段選択，スケジューリングアプ
ローチでは出発時刻選択に関する行動データが必要と
なる．なお，実際の旅行時間変動と関連付けられた行動
データ（RP [Revealed Preference]データ）の取得は一
般的に難しく19),20)，旅行時間変動価値推計のために必
要な行動データは選好意識調査（SP [Stated Preference]
調査）から得られることが多い．
(1) 平均－分散アプローチ
平均－分散アプローチは，旅行者が希望到着時刻に

対して早着したか遅着したかにかかわらず，旅行時間
の不確実性そのものによって生じる不都合さを直接的
に記述したモデルである3),19),20),21),22),23),24),25),26)．この
アプローチでは旅行者の効用が旅行費用C，平均旅行時
間 ET，旅行時間変動 σT に依存すると仮定される．σT

としては多くの場合標準偏差が用いられるが，タイル
値レンジ20),23),27) 等も用いられる場合もある．
一般に，効用関数は次式で表わされる．

U = δC + ζET + ρσT (1)

ここで δ，ζ，ρはそれぞれ，料金，旅行時間，旅行時
間変動の限界効用である．通常これらは，経路選択行
動あるいは交通手段選択行動に関する選択データを用
いて推定される．式 (1)に基づけば，計量経済学的に求
められた旅行費用と旅行時間変動の各限界不効用の比
を単純に取ることによって，VTTVを式 (2)によって推
計することができる．

VTTV =
ρ

δ
(2)

この VTTVは，説明変数に社会経済属性を共変量とし
て導入したり，あるいは，ランダム係数モデルによる非
観測異質性を導入することにより，その母集団分布を推
計することも可能である27)．例えば，空港アクセス交
通を対象とした定時性を導入した交通手段選択モデル
に関する国内研究事例28),29)も見られる．また，平均－

分散アプローチを公共交通の遅延の問題に拡張した一
連の研究30),31),32)では，主として長距離鉄道における遅
延の社会的費用を，SPデータを用いて推定している．
実務，特に大規模な事例では，その分り易さや分析の
容易さから，平均－分散アプローチが頻繁に用いられ
てきた．とりわけ国レベルでの旅行時間変動価値の推
計では，オランダ33)，ノルウェー34)，スウェーデン35)

のように，平均–分散アプローチが用いられている．特
にオランダでは，2009年に全国規模の SP調査が実施
されており，その分析結果を用いて旅行時間変動の経
済便益が費用便益分析のガイドラインに導入される見
込みである33),36),37)．
モデルの単純さ故に多くの適用事例がある平均–分散
アプローチだが，効用関数の引数として平均や標準偏
差のような“統計尺度”が含まれることのミクロ経済学
的根拠は明らかでない．すなわち，行動論的基礎に立
脚したモデルというよりもむしろ，交通システムの供
給モデルから得られる旅行時間変動に基づくモデルで
あると言える．交通経済学では移動を必要悪と仮定し，
移動そのものによって効用は生じず，仕事，買い物，訪
問などの派生需要と考えることが通常である38),39)．こ
の枠組みの元では，不確実性は諸活動の時間配分計画
を複雑化することを通じて旅行者の不効用につながる．
すなわち旅行時間変動は，旅行時間が予想していたも
のよりも時には短くなったり，またあるときには長く
なるという帰結をもたらし，旅行者の活動計画に影響
を与える．これに関連して Bates et al. 2)は，「旅行時間
の不確実性は，何が起こるかわからないことによる不
安やストレス，苛立ちにつながり，それが旅行者の不
効用になる」と述べている．平均–分散アプローチは，
旅行時間の不確実性の適切な尺度が標準偏差であるこ
とを仮定したモデルであると解釈することができるが，
そのミクロ経済学的基礎を厳密に追求せず，関数形を
アドホックに仮定して推定を行なっている場合が多い．

2.5 スケジューリングアプローチ
スケジューリングアプローチは，Noland and Small4)

による旅行時間が確率的に変動する状況での出発時刻
選択モデルが嚆矢とされているが，元々は経済学分野に
おいて Small40) が提案した旅行時間が確定的に与えら
れる状況における旅行者の出発時刻選択モデルに基づ
いている．交通工学分野では，Gaver41) がスケジュー
リングコストの概念を提唱した嚆矢とされており，初
期の実証研究も幾つか見られる42),43)．これらはいずれ
も，旅行時間が確定的，すなわち，旅行時間変動が存
在しない世界を想定した出発時刻選択モデルであるが，
Noland and Small4)は，旅行時間変動が旅行者のスケ
ジュール決定に及ぼす影響を分析するためにモデルを
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拡張した．
旅行者の効用は，旅行費用C，旅行時間 T，また，旅行

者の希望到着時刻（PAT: Preferred Arrival Time）か
らどれ位遅着したか（SDL: Schedule Delay Late），あ
るいは逆にどれ位早着したか（SDE: Schedule Delay
Early）に基づいて決定され，出発時刻 thの選択を規定
すると考える．効用関数は式 (3)で表される．

U(th) = δC + αT + βSDE + γSDL + θDL (3)

ここで DL は遅着の場合に 1となるダミー変数である．
α，β，γはそれぞれ旅行時間，早着，遅着の限界効用であ
り，また θは遅着そのもののペナルティである（図–4）．
本モデルにおいても，共変量を含めることで旅行者間
の異質性を考慮することが可能である40),44)．また，ス
ケジューリングに関連する限界効用の大小関係につい
ては，多くの実証研究2),3),25),40),44),45),46),47),48) において
|γ| > |β|という結果が得られており，遅着の影響の方が
早着よりも影響が大きいことが示唆されている．この
ような早着と遅着に関する不効用の非対称性は，遅着
のペナルティ項 θを導入することで拡大する．
旅行時間がランダムで確率変数と見なせる場合，ス

ケジューリングアプローチは期待効用最大化問題とし
て表される．期待効用は式 (4)のように表される．

EU = δC + αET + βE(SDE) + γE(SDL) + θPL (4)

ここで E(·)は期待値演算子である．また，PL は遅着が
生じる確率である．
旅行時間変動が一般的な統計分布に従う場合，式 (4)

に基づく旅行者の期待効用最大化問題を解析的に解く
ことはできない．Noland and Small4)は，旅行時間変
動が出発時刻に依存せずに独立で，かつ，旅行時間変
動が一様分布または指数分布に従う場合に解析解が得
られることを示した．例えば指数分布を仮定した場合，
出発時刻 th に関して最大化された期待効用は式 (5)の

図–4 α − β − γ選好に基づくスケジュールコスト関数

ように表される2)．

EU∗ = δC + αET + θP∗L +H(α, β,γ,θ, b,∆)b (5)

ここで bは旅行時間が従う指数分布の平均（かつ標準偏
差）である．H(·)は，出発が単位時間遅れた場合の道路
混雑増加率∆，並びに，他のパラメータによって規定さ
れる定数である．また，P∗L は最適遅着確率（Optimal
Probability of Being Late）と呼ばれ2)，ドライバーが
最適出発時刻を選択した際に旅行時間の不確実性下で
遅着する確率を表わす．これは，旅行時間が指数分布
に従う場合には式 (6)で与えられる．

P∗L =
b(β − α∆)
θ + b(β + γ)

(6)

スケジューリングアプローチに基づいた場合のVTTV
は，遅着，早着それぞれに対する限界効用と費用の限
界効用の比をとることにより，式 (7)のように二つの異
なる値が求められる．

VTTVSDE =
β

δ
, VTTVSDL =

γ
δ

(7)

2.6 旅行時間変動価値の推計例
先述のとおり，国レベルでの旅行時間変動の価値付け
については，現在のところスウェーデン，ノルウェー，
オランダで検討がなされているが，まだ，国のガイド
ラインとしてオーサライズされた具体的な値としては
定まっていない．推定結果の多くは欧米のものであり，
紹介した二つのアプローチを個別に用いたり，あるい
は統合した推計を行うことによって旅行時間変動価値
（VTTV）を推計している．ここで各貨幣価値は調査実
施年の各通貨の為替レートを用いて日本円に換算してい
る．研究のほとんどが SPデータを用いており，VTTV
や信頼性比（VTTに対するVTTVの比）の推計値が研
究間で大きくばらついていることが指摘されている．
また，旅行時間変動価値は，選択の文脈に大きく依存
することが示唆されている．例えば Koster et al. 49) で
は，空港アクセス交通における時間信頼性価値の推計
をスケジューリングモデルと SP調査を用いて行なって
いる．アクセス交通における旅行時間変動に起因する
費用はビジネス旅客でコスト全体の 0 ∼ 30%である一
方，非ビジネス旅客で 0 ∼ 25%であり，それらが有意
に異なると結論付けている．さらに旅行時間変動価値
が出発時間帯に応じて変化することも指摘されている．

2.7 統合アプローチ
(1) 二つのアプローチの関連性

Bates et al. 2) 並びに Noland and Polak3) は，1. 旅
行時間変動がパラメータ bを持つ指数分布で表される，
2. 旅行時間分布が出発時刻から独立である，3. θが 0
に等しい，という三つの条件が満足されれば，式 (5)が
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式 (8)のように単純化できることを示した．

EU∗ = δC + αET + β ln
(
β + γ

β

)
b (8)

ここで bは旅行時間が指数分布に従う場合の標準偏差
であることから，最大期待効用が平均旅行時間と標準
偏差に関して線形となっていることが分かる．すなわ
ち，ある限定的な条件のもとで，スケジューリングア
プローチは平均–分散アプローチに帰着する．
しかし，式 (8)を導出するために設けた諸仮定の中で

も，確率分布形の仮定の現実的妥当性については多くの
実証研究が疑問を投げかけている．すなわち，想定さ
れている指数分布や一様分布は，現実の旅行時間分布と
は大きく乖離している．また先述の通り，スケジュー
リングアプローチと平均–分散アプローチの適合度の比
較を行っている幾つかの研究25),44),45)では，平均－分散
アプローチは旅行時間価値を過大評価し，旅行時間変
動価値を過小評価することが示唆されている．
以上より，スケジューリングアプローチは平均–分散

アプローチよりも多くの優れた特性を有していると考
えられる．しかし，スケジューリングアプローチの実適
用に当たっては，各ドライバーの希望到着時刻（PAT）
に関する情報の収集が必要であり，一般的にこの作業は
容易ではない．また，統計分布の形状や出発時刻への非
依存性の仮定についても，先述の通り，現実の旅行時間
分布とは大きな乖離が見られる．なお，スケジューリン
グアプローチでは，VTTVとして E(SDE)，E(SDL)そ
れぞれの限界価値（式 (7)）が求まる．すなわち，VTTV
に相当する複数の限界価値を併用しなければならなく
なる．このような理由から，VTTV推計の実務におけ
るスケジューリングアプローチの適用例は少なく，多
少の理論的厳密さを欠いても，分析の容易さや分かり
やすさを優先して，平均–分散アプローチが多く用いら
れている状況にある．
(2) 統合アプローチ
平均－分散アプローチは，標準偏差等の旅行時間変

動尺度を効用関数の引数として含んでいるため，実適
用は容易であるが厳密な理論的背景を持たない．一方
スケジューリングアプローチは，早着するか遅着する
かで効用を規定しており，利用者行動に立脚したより
厳密なモデル化である．しかしデータ収集の困難さや
旅行時間分布の仮定の妥当性に対する疑問から実用が
困難となっている．すなわち旅行時間変動の経済評価
に向けては，両アプローチの相互補完が必要となる．
この問題意識に基づき，Fosgerau and Karlström6)

並びに Fosgerau and Fukuda8)は，統合アプローチに
よる新たなモデルの提案を近年行った．これはNoland
and Small4) のアプローチを発展させたもので，スケ
ジューリング・アプローチ型の効用関数から定式化を

開始し，任意の旅行時間分布のもとでの旅行者の最大
期待効用が平均–分散モデルの形式に帰着することを示
したものである．旅行者の希望到着時刻は明示的には
現れず，さらに，シンプルな平均－分散型の定式化で
あることから，実適用も比較的容易となっている．
統合アプローチについては，第 3章でその概要と適
用事例を紹介する．

2.8 おわりに～旅行時間信頼性の便益評価に向けた課題
本章の最後に，プロジェクト評価への実適用に向け
て解決すべき課題を整理し，今後の展望をまとめる．
(1) モデリングの拡張
本章でレビューした研究はいずれも，個人の行動モ
デルを基本とした経路選択，交通手段選択，出発時刻
選択等のシンプルな意思決定状況を想定している．実
際の旅行者の行動に照らし合わせると，時刻と経路の
同時選択等，複合的選択の場面を扱う方がより現実的
である（例えば飯田ら50)）．また，混雑下における出発
時刻に関するボトルネック均衡51)を考慮したモデルの
構築等も必要となる．例えば Fosgerau52)は，道路容量
のランダム性を仮定した Arnott et al. 53) のボトルネッ
ク均衡モデルを拡張し，道路容量変動並びに需要変動
の限界費用を導出している．また，日々の行動という
動的側面を考慮すると，旅行時間が変動する状況にお
ける学習プロセス54),55)が旅行時間変動の価値付けに及
ぼす影響についても分析を行う必要がある．
(2) ネットワーク全体の旅行時間分布特性
分析の範囲をネットワークレベルに拡大した場合に
課題となるのが，旅行時間分布の取り扱いである．感
知器やプローブ観測技術等の進展とデータの蓄積によ
り旅行時間分布の推計が容易に行えるようになったも
のの，通常，旅行時間分布はリンク単位での推計にとど
まっており，経路や ODレベルでの旅行時間信頼性推
計は依然として難しい．旅行時間はリンクを跨いで相
関することから，リンク毎の旅行時間の標準偏差を足
し合わせて経路全体の旅行時間の標準偏差と見なすこ
とは一般にはできない．加法性を有する正規分布等の
統計分布族の適用56)も考えられるが，旅行時間分布の
経験的特性（e.g.,左右非対称，右裾が長い等）を十分再
現できるようなものではない．このように，リンクレ
ベル→経路レベル→ODレベル→ネットワークレベ
ルでの旅行時間変動の分析へと拡張するにつれて，“変
動尺度の非加法性”が実適用上の大きな課題となる．
したがって，旅行時間分布を何らかのパラメトリッ
クな統計分布によって表現することを考える場合，そ
の経験的特性を再現し，かつ，集計化のために好ましい
統計学的性質を有していることが望ましい．これに関
して，Fosgerau and Fukuda8) では，加法性を有した
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“安定分布”という統計分布族の適用可能性を示唆して
いるが，さらなる事例分析を通じて，これが “Stylized
Fact”として確立されれば，トリップ単位でのVTTV推
計の作業が容易になると期待される．
(3) 旅行時間変動の予測手法の開発
交通施策の実施に伴う旅行時間変動の将来変化を予

測するためには，旅行時間の日変動や時刻別変動の予測
モデル構築が必要である．現時点では既往研究の多く
が，被説明変数に標準偏差や変動係数のような旅行時間
信頼性指標を，また，説明変数には，道路性能，環境条
件，平均旅行時間等を用いた経験式の適用にとどまって
いる．例えば Eliasson57)は，ストックホルムの都市内
道路のデータを用いて，非線形の予測モデルを構築し
ている．またイギリスの Department for Transport58)

では，指数関数型の特定化も行われている59)．これら
は旅行時間変動の供給関数と呼ぶべきものに最も近い
モデルではあるものの，その定式化はアドホックであ
り，安定性や移転可能性なども検証されていない．そ
の意味でも，旅行時間変動の予測手法は今後さらなる
検討がなされるべき課題の一つである．
なお，このトピックに関連して，単一道路リンクにお

ける旅行時間の標準偏差と平均に関しては，多くの実
証研究1),6),8),60),61),62) において図–5のようなループ関係
（出発時刻順にプロットすると，逆時計回りのループに
なる）が概ね共通に観察されている．そのダイナミク
スを見ると，まず，交通量が多くなるに連れて平均旅
行時間のピークがまず現れる．その後，平均旅行時間
は徐々に低下していく一方で遅れて標準偏差のピーク
が現れている．Fosgerau63)は，待ち行列理論とイェン
センの不等式を用いて，この現象が生じるメカニズム
を理論的に説明した．平均旅行時間は標準偏差に比べ
て計測や予測が容易であり，これらの間に明確な関係
を規定できれば，平均旅行時間から標準偏差を予測で
きるようになると期待される．
(4) 適切な選好意識調査方法の確立
旅行時間変動価値の推計のためには旅行者の選択行

動データが必要となるが，RPデータでは変数間の相関
が強いことから，SP調査の適用が基本となるであろう．
SP調査については，旅行時間変動をどのような形式で
提示するかによって回答が大きく異なる可能性が従来
から指摘されている2),64)．例えば，同じ旅行時間分布の
情報を数字の羅列として示すのか，それとも棒グラフ
などの視覚化を行ってから示すのかによって，回答が
有意に異なることが確認されている65)．例えばオラン
ダでは，念入りなプレ調査を行って何種類ものフォー
マットをテストし，最終的に図–6に示すようなシンプ
ルな形式を本調査で採用している．ここでは，回答の
容易さを優先してスケジューリング属性は除外されて

ピーク前

ピーク後

図–5延長約 15kmの都市内高速道路における平均旅行
時間 (横軸：分)と標準偏差 (縦軸：分)の関係61)

Trip A

Usual travel time:
40 min

You have an equal chance of
the following five travel times:

35 min
40 min
40 min
40 min
45 min

Costs:  
€ 3,80

Trip B

Usual travel time:
41 min

You have an equal chance of
the following five travel times:

30 min
35 min
45 min
45 min
50 min

Costs:  
€ 2,80

図–6オランダで採用された SPフォーマット33)

いる．このように，時間信頼性価値の推計を企図した
SP調査においては，尚一層，分かりやすさに配慮した
設計が求められるが，一方でスケジューリング属性は，
信頼性価値を推計する上で必須の要素でもある．例え
ばDevarasetty et al. 66)は，HOTやHOVのような「管
理レーン (Managed Lane)」の導入による時間節約・信
頼性向上価値の推計を，スケジューリング属性も考慮
した上で行っている．SP調査の適用についての最新の
レビューは Li et al. 67) が詳しい．
(5) 経済便益推定におけるデータ収集上の課題
新たな交通プロジェクトにおける旅行時間信頼性向
上の経済便益を推計するためには，(1)旅行時間信頼性
指標もしくは旅行時間分布の将来予測，並びに，(2)旅
行時間変動指標の限界的金銭的な価値（旅行時間変動
価値）の推計，という 2つの作業が必須となる．これ
までのレビュー結果を踏まえて，旅行時間信頼性指標
構築のためデータ収集上の課題を表–1に整理する．ま
た，旅行時間変動価値推計のためのデータ収集上の課
題を表–2に整理する．移動軌跡データ68)やトラフィッ
クカウンターデータ69),70)を行動モデルに適用した研究
も行われるようになりつつある．
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表–1旅行時間信頼性指標構築のための代表的なデータ収集方法とその特徴

データのタイプ 特 徴

トラフィック
カウンター

オイラー型交通状態観測方法の代表的なもの．設置地点毎に，通過車両台数・オキュパンシー・スポット
速度等を時系列で入手することができる．但し設置地点間の旅行時間については，タイムスライス方等に
よって推定することで算出する必要がある．個別の車両を特定することはできず，車両やドライバーに依
存した系統的影響を除外することはできない．我が国の都市内高速道路では，非常に高密度で感知器が設
置されており，旅行時間信頼性についても高い精度で算出することが可能と思われる．一方，都市間高速
道路では設置間隔が長くなることから相対的に旅行時間信頼性指標の精度も低下すると考えられる．

カーナビ搭載車両
等から得られる
移動軌跡データ

ラグランジュ型交通状態観測方法の代表的なもの．GPS機器等を搭載したプローブカーによって収集され
る非常に詳細な各車両の情報であり，基本的に個別車両がある区間を走行する際の時刻や位置情報から当
該車両の旅行速度やリンク通過時間（旅行時間）等を算出することができる．リンク単位のみならず，経
路や起終点レベルでの旅行時間信頼性指標を算出することも原理的には可能である．但し，プローブデー
タが充実してきた現在においても，ある旅行者の特定の“トリップ全体”に対する旅行時間変動を十分な
精度で把握するために必要なデータ数を確保することは一般に難しい．また，マップマッチング等のデー
タ処理技術を別途必要とし，旅行時間の推計結果もその処理技術に大きく依存する可能性がある．さらに，
地方部におけるプローブカー混入率は依然として低く，旅行時間信頼性指標を高い信頼度で推計すること
が困難な場合も多々起こり得る．

スマートフォンや
携帯電話端末等
から得られる
移動軌跡データ

GPS機能を持つスマートフォンや携帯電話端末によって得られる移動軌跡に関する記録データ．自動車の
みならず，全ての交通機関におけるヒトの移動情報を取り扱うことができる．但し，トリップの目的や利
用手段については，外的条件に基づく推測によって規定しなければならない．また，カーナビのデータと
同様，トリップ単位での旅行時間変動を十分な精度で把握するために必要なデータ数を確保することは一
般に難しい．

ETCデータ

高速道路においてETC車載器を搭載した車両のインターチェンジへの流入時刻と流出時刻の差より，イン
ターチェンジ間の旅行時間を流入時刻別に求めることが可能．極めて大量のデータであり，十分な精度で
旅行時間信頼性指標を求めることができるものと期待される．個々の車両の系統的特徴を捉えることも可
能である．但し，途中の高速道路サービスエリア等における立ち寄り行動等を把握することは一般的に難
しい．また，一部のフリーフローアンテナ設置区間等を除いて，当該インターチェンジ間に代替経路が存
在する場合にどの経路を実際に選択したのかを判別することが難しい．

ナンバープレート
認識データ

路上に設置された高精度カメラ等に各車両のナンバープレートを認識し，各設置地点間での撮影時間差よ
り各車両の旅行時間を求めることが可能である．ナンバープレートの画像認識技術は年々向上しており，
観測数も非常に多いことから高い精度で旅行時間信頼性指標を推計することが可能であると考えられる．
但し，カメラの設置された箇所は限られており，道路ネットワーク全体をカバーできるような状況にはま
だ至っていない．

表–2旅行時間変動価値推計のための代表的なデータ収集方法とその特徴

データのタイプ 特 徴

選好表明データ
（SPデータ）

旅行時間が変動する仮想的な状況を被験者に提示し，複数のプロファイル間で比較を行わせて選択データ，
順序付けデータ，評点データ等のSPデータを取得する方法．旅行時間，旅行時間変動，費用等に関する設
定を完全に統制することが可能であり，旅行時間・旅行時間変動・費用・スケジューリング属性間のト
レードオフ関係を適切に考慮することができる．しかし，選択実験の繰り返しにより被験者に飽きが生じ
る可能性が従来指摘されている．加えて，旅行時間変動に関する選択実験の場合，変動をどのような「形
式（フォーマット）」によって被験者に提示するのかによって，推定結果が有意に異なることが指摘され
ており，調査票の表現には細心の注意を必要とする．

顕示選好データ
（RPデータ）

個々のドライバー等の実際の交通行動に基づいて作成したデータ．スケジューリングモデルの場合にはド
ライバーの実際の出発時刻と希望到着時刻の情報を原則として必要とする．但し，各旅行者の旅行時間変
動の説明変数をどのように設定するのかを検討することが難しい．そのため，実際の行動データに加えて
旅行時間データを併用することが必須となる．例えば，Small et al. (2005) ではRPデータを用いた経路選択
モデル（HOVレーン v.s. ノーマルレーン）が構築されているが，旅行時間変動属性（95％タイル値）につ
いては，実際に当該道路を日々繰り返して走行した実験車両から得られた旅行時間データを用い，分位点
回帰によって流入時刻別の旅行時間95％タイル値を推定し，当該ドライバーの流入時刻とマッチングさせ
ることにより，経路選択モデル推定用の旅行時間信頼性指標を利用者毎に作成している．

移動軌跡データ
プローブ車両やスマートフォンより得られた移動軌跡データを出発時刻選択や経路選択に関するRPデータ
と見立てて選択モデルを構築・推定する方法．先述のRPデータの場合と同様，モデル推定用の旅行時間信
頼性指標を利用者毎に設定することが難しい．小規模な実験としての検討例（Carrion and Levinson (2013)
など）が報告されているにとどまっている．

トラフィック
カウンターデータ

トラフィックカウンターを用いた長期間の観測データを用い，個々の車両ではなく，交通量に対する「集
計モデル」を構築することにより，旅行時間変動価値を求めることができる場合がある．代表的な例とし
て，Liu et al. (2004)，Liu et al. (2007) では，一般レーンかHOV（High Occupancy Vehicle）レーンかの選択
場面において，Loop Detectorデータから得られた集計交通量を用いた旅行時間信頼性価値の推計方法を提
案している．価格やサービス水準が異なる並走する経路が存在する場合など，適用できる状況は限られて
いるが，実際の集計的な行動データに基づいた推定であり，分析結果に対する信頼性は高いものと期待さ
れる．
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第 3章 旅行時間変動に起因するドラ
イバーの移動コストの試算

3.1 はじめに
本章では，旅行時間の不確実性下でのドライバーの

スケジューリングモデルに基づいて，旅行時間変動に
起因するドライバーのコストを算出する方法を提示し，
実際に試算をおこなう．施策前後におけるドライバー
のコストを差を求めることができれば，それがそのまま
旅行時間信頼性向上の経済便益となることから，旅行時
間変動に起因するドライバーのコストを適切にモデル
化することがまずは重要となる．そのためには，旅行時
間変動指標の限界的金銭的な価値（旅行時間変動価値）
をどのように定義し，どのように推計すればよいのかを
定めなければならない．この “価値付け（Valuation）”
については，従来より平均–分散アプローチに基づいた
行動モデルが適用されてきたが21),71)，その理論的基礎
は必ずしも明確ではなかった．
今回用いるのは，Fosgerau and Karlström6)・Fos-

gerau and Fukuda8) において提案された “統合アプ
ローチ”である．旅行時間の変動に対するドライバーの
反応として最も考えられるものは，余裕時間を持って
出発時刻をシフトするというスケジューリングに関す
る意思決定である．すなわち，経済便益を計測するた
めにはミクロ経済学の考え方と整合するようにドライ
バーのコストを定義する必要がある．統合アプローチ
では，スケジューリング・アプローチに基づいてドラ
イバーの出発時刻選択行動をモデル化し，ドライバー
の最適化行動の帰結として得られる最小期待不効用関
数が平均－分散モデルとなることが示されている．こ
のような考え方は，Noland and Small4)によって提案
されていたが，Fosgerau and Karlström6)・Fosgerau
and Fukuda8)はそれをさらに一般化し，任意の旅行時
間分布のもとでドライバーのコスト関数を導出するこ
とができるようにしたものである．得られるコスト関
数の形状は平均－分散モデルと同一であり，さらに，ス
ケジューリングモデルを推定する上でのドライバーの
希望到着時刻に関する情報を必ずしも必要とせず，実
務への適用も容易であるという特徴を持っている．

3.2 トリップスケジューリングモデル
(1) ドライバーの不効用関数
日々の通勤で単一リンクの道路を利用するドライバー

（経路選択は考えず，出発時刻選択のみを行う）を考え
る．このとき，一般性を失うことなく，ドライバーの
目的地希望到着時刻を PAT = 0と仮定する．道路の旅
行時間はDay-to-Dayで確率的に変動し，ドライバーは
その不確実性下で出発時刻の決定を行う．その際，ド

ライバーは当該リンクの旅行時間分布について既知で
あると仮定する．
次に，通勤交通に伴うドライバーのコストを考える．
ここでは，ドライバーが被る不効用が「旅行時間が変動
する事を見越して早く出発する早発不効用（Departing
Early）」，「希望到着時刻よりも遅く到着する遅着不効
用（Scheduling Delay Late）」，「旅行時間の長さによる
不効用（Travel Time）」の 3つの要素で構成されるも
のとする 1．これらのスケジューリングコストに関する
線形性を仮定し，実旅行時間を T，ドライバーの出発時
刻を −D(D > 0)とすると，ドライバーの総不効用関数
は次式で表わされる．

C(D,T) = ηD + λ(T −D)+ + ωT (9)

ただし (T −D)+ =

⎧⎪⎪⎪⎨⎪⎪⎪⎩
T −D if T −D ≥ 0

0 if T −D < 0

ここで，η, λ, ω は不効用関数（コスト関数）を構成
する各不効用要因の相対的重要度を規定する非負のパ
ラメータである．第一項 ηDが早発不効用を，第二項
λ(T −D)+が遅着不効用を，第三項 ωTが移動の不効用
を表している．なお，式 (9)を見ると明らかな通り，こ
こでは簡略化のため費用の項を含んでいない．実際に
旅行時間価値や旅行時間変動価値を推計する際には，費
用に対する各スケジューリングコストの限界代替率を
求める必要があるが，それは，実際の推計の際に容易
に導入可能である．
出発時刻選択に関する代表的な既往研究4),40) とこの
定式化との相違点は，早着不効用の代わりに早発不効
用を導入している点にある．しかしながらこれらのモ
デルは，リ・パラメトライズすることで本モデルに等
価になることが分かっている 2．
(2) 旅行時間分布の設定
旅行時間信頼性について考えるにあたり，旅行時間

Tは日々変動する確率変数と見なす．その Tが従う旅
行時間分布の表現としては様々なものが考えられるが，
統合アプローチにおいては，下記のような位置－尺度
（Location-Scale）型の表記を用いて表現される．

T = µ + σX

ここで，µ, σはそれぞれ旅行時間分布の位置及び尺度を
規定する滑らかな未知関数である．本研究では，µを平
均旅行時間，また，σを旅行時間の標準偏差によって与
える．このとき，確率変数 Xの平均は 0，分散は 1と

1典型的な出発時刻選択モデルでは早発不効用の代わりに，希望到
着時刻よりも早く到着することによる不効用（Schedule Delay
Early）が適用されることが多いが，後述の通り両者は表裏一体
の関係にある

2具体的には，η = β，ω = α−β，λ = β+γというように，α−β−γ
系と η − λ − ω 系の各選好パラメータ表現の間には一対一の関
係が成り立ち 1)，両者は数理的には等価である．
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なり，これを “基準化旅行時間（Standardized Travel
Time）”と称する．さらに，Xの確率密度関数を φ，分
布関数を Φとする．すなわち，旅行時間の変動を表現
するにあたり，Tの代わりに Xに着目する点が統合ア
プローチの特徴である．
(3) ドライバーの最適出発時刻選択行動
ドライバーは旅行時間の変動を考慮して期待効用最

大化原理（期待不効用最小化原理）に従って出発時刻
を選択する．旅行時間 Tが確率的に変動することを考
慮し，式 (10)で表される期待不効用を最小化するよう
に出発時刻 −Dを選択するものとする．

EC∗ = min
D

EC(D,T)

= min
D

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣ηD + λ

∫ ∞

D−µ
σ

(µ + σx −D)φ(x)dx + ωµ
⎤
⎥⎥⎥⎥⎦ (10)

この関数の凹性は確認されていることから6)，最適化問
題 (10)は唯一解を持つ．一階条件は次式で与えられる．

Φ

(
D∗ − µ
σ

)
= 1 − η

λ
(11)

この式 (11)を書き改めると，最適ヘッドスタート（最
適出発時刻の負値）D∗ が求まる．

D∗ = µ + σΦ−1
(
1 − η
λ

)
(12)

式 (9)に示されているドライバーの不効用関数は，既往
研究40) と同様に PAT を境として折れ曲がった形状と
なるものの，最適ヘッドスタート (式 (12))は，µと σに
関して線形となっていることが分かる．ここで，式 (12)
の右辺第一項は平均旅行時間を表す．また第二項は基
準化旅行時間分布の

(
1 − ηλ

)
× 100パーセンタイル値に

旅行時間の標準偏差を乗じたものとなっている．すな
わち，期待効用理論に従う合理的なドライバーは，第
二項によって表される時間の余裕を見込んで自身の出
発時刻を決定していることになる 3．
式 (12)の右辺第二項の引数である η

λ は “最適遅着確
率”(ドライバーが最適化行動をとった際に遅着する確
率)と呼ばれる2)．旅行時間が変動するもとでは，時と
して旅行時間が大きくなることによって希望到着時刻
よりも到着が遅くなる状況が生じる．期待効用を最大
化するという意味において最適な出発時刻選択を行っ
ているドライバーは，そのような遅着の生じる可能性
を許容しなければならないが，最適値着確率はその許
容の度合を直接的に表すものである．例えば，最適値
着確率が 0.05のドライバーは，式 (12)で与えられる最
適出発時刻に毎日通勤を開始続けたとしても，20回に
1回の割合で遅刻することを許容していることとなる．

3これは，交通工学の研究者らによる初期の出発時刻選択研究で提唱
された “Safety Margin 72)”もしくは “Effective Travel Time 73)”
と同一の概念である．

以上の関係を図示すると図–7のようになる．横軸は
基準化旅行時間を，縦軸は累積確率を表し，累積密度
関数Φ(x)が描かれている．基準化旅行時間はその性質
上正負両方の値を取りうることから横軸にはマイナス
側も含まれている．この図に即して式 (11)を解釈する
と，「合理的なドライバーは，希望到着時刻よりも遅着
しない確率が 1− ηλ となるように，基準化旅行時間軸上
において最適出発時刻 X∗ ≡ D∗−µ

σ を選択している」と
いうことになる．すなわち，合理的なドライバーは，自
身が予定希望到着時刻よりも遅着する確率を η

λ と見込
んだ上で出発時刻選択を行なっているため，確率 1− ηλ
に対応する基準化旅行時間軸上のパーセンタイル値が
D∗−µ
σ ，すなわち，基準化旅行時間軸上で見た最適ヘッ
ドスタートに等しくなる．
以上をまとめると，統合アプローチにおいては，
• 最適遅着確率（最適な出発時刻選択を行っても予
定希望到着時刻より遅着してしまう確率）： ηλ

• ドライバーの最適な見込旅行時間：(平均旅行時間)
＋ (旅行時間の標準偏差)× (基準化旅行時間分布
の

(
1 − ηλ

)
× 100パーセンタイル値)

という想定がなされているということになる．

3.3 旅行時間信頼性価値とドライバーコストの導出
次に，最適ヘッドスタート (式 (12))をドライバーの
不効用関数 (式 (10))に代入して，最小化された期待コ
スト関数（期待間接不効用関数）を導出する．簡単な
計算により，期待コスト関数は式 (13)で与えられる．

EC∗ = (η + ω)µ + λH
(
Φ,
η
λ

)
σ (13)

ここで，H(·)は以下の式によって定義される定数（H指
数）である．

H
(
Φ,
η
λ

)
=

∫ 1

1− ηλ
Φ−1(ν)dν (14)

H指数は，ドライバーの選好 (η,λ)及び基準化旅行時間
分布 (Φ)に依存する関数であり，図–7に示した斜線部
分の面積に相当する．式 (14)の定義より，H指数は「最

X�

1-η/λ#

(D*-µ)/σ#

Φ(X)"
1 

0 

�� = H(Φ, η/λ) �

図–7最適遅着確率・最適ヘッドスタート・H指数
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適な出発時刻に従って日々交通を繰り返すドライバー
が予定到着時刻より遅れる場合の平均的な遅延時間を，
基準化旅行時間の尺度で測った値」と解釈することが
できる 4．
さて，式 (13) の第一項 (η + ω)µ は，平均旅行時間
µの絶対的な大きさに起因する移動のコストを表わし
ている．すなわち，その限界費用である ∂EC∗

∂µ = η + ω

は，節約時間価値 (Value of Travel Time: VTT) に相
当する 5．一方，第二項 λH

(
Φ, ηλ

)
σは旅行時間の変動

によるドライバーの不効用であり，その限界費用であ
る ∂EC∗

∂σ = λH
(
Φ, ηλ

)
は旅行時間信頼性価値 (Value of

Travel Time Variability: VTTV)に相当する．
式 (13)を見ると，期待コストが平均旅行時間 µと標

準偏差 σの線形和となっていることが分かる．すなわ
ち，統合アプローチによるドライバーのコスト関数は，
平均－分散モデルのシンプルな形式をとる．

3.4 H指数の性質
旅行時間信頼性価値が λH

(
Φ, ηλ

)
によって与えられ

ることからも明らかなように，統合アプローチを用い
た旅行時間信頼性の経済評価においては，H指数がど
のような値をとるのかが決定的な役割を果たす．この
Hは，ドライバーのスケジューリング選好特性（パラ
メータ：η，λ）のみならず，当該道路における旅行時
間分布の特性（すなわち，基準化旅行時間分布関数 Φ）
に依存する．したがって，様々な状況における旅行時
間分布の特性を理解し，H指数がどのような値を取り
得るのかをあらかじめ認識しておくことが重要である．
図–8には，デンマークで長期間に渡って観測された

各交通サービス（都市内道路上下方向，都市間高速道路，
都市鉄道上下方向）の旅行時間データを用いて，それ
ぞれの基準化旅行時間分布 Φを推計し，異なる最適遅
着確率 η/λの各値に対してH指数を試算した結果が示
されている1)．交通サービス間での相違はあるものの，
値の大小傾向は概ね似通っていることが分かる．
また，式 (14)の定義式からも明らかなように，H指

数の値の大小を規定する決定的な要因は，当該基準化
旅行時間分布の右裾部分の形状である．一般に，右裾
部分の厚みが増す（Right fat tailed）程，H 指数の値
は大きくなると考えられるが，現実の旅行時間分布も，
頻度は少いながらも稀に生じる重大インシデントによ
り非常に長い旅行時間が生じる場合がある．図–9は，
Fosgerau and Fukuda8)による様々な統計分布を対象と
したH指数の試算結果である．実際の基準化旅行時間分

4 Franklin and Karlström 62)では，これを “Mean Latensss Factor”
と称している

5 より正確には，η+ωを移動費用の限界費用で除したものが節約
時間価値に相当する．コスト関数に移動費用項が含まれていれ
ば，貨幣価値を導出することもできる．
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図–8最適遅着確率と H指数関係（事例別）
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Stable0.99-各パーセンタイル値での切断安定分布をそれぞれ仮定）

図–9基準化旅行時間分布の設定と H指数の関係

布 (Empirical)に対するH指数の計算値に加え，標準正
規分布 (Normal)，右裾が正規分布よりも厚くロングテー
ル現象を表現可能な安定分布 (Stable Distribution74) )
を想定した時の H指数の計算値も示されている．右裾
の値の切断を何通りかの基準で切断した安定分布の H
指数の値からも明らかなように，現実的な旅行時間分
布を仮定しなければ旅行時間変動価値に大きなバイア
スが生じる可能性が示唆される．

3.5 ドライバーの移動コストの試算

(1) データの概要

東名高速道路の厚木 ICから流入し横浜町田 ICから流
出するETC搭載車両から得られた IC間旅行時間の車両
単位データを用いる．このデータは，2007年 7月 18日
∼9月 30日間の休日（お盆含む）を除いた平日 6:00∼22:00
に流入した普通車両のものである．海老名 SAに立ち
寄っていると考えられるデータ等を除外した結果，用
いるサンプルは全部で 256,753となった（図–10）．
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図–10 ETCから得られた流入時刻別旅行時間データ（横
軸：各車両の厚木 IC流入時刻，縦軸：横浜町田 IC流
出までの旅行時間 (分)）

(2) 平均旅行時間及び標準偏差の推計結果
まず，出発時刻別の平均旅行時間と旅行時間標準偏差

をノンパラメトリック・カーネル回帰分析75)によって
求めた結果を図–11に示す．図の横軸は流入時刻 (時)，
縦軸は旅行時間 (分)を表している．朝の時間帯よりも
夕方時間帯における平均旅行時間が大きくなっており，
朝の都心方向ラッシュよりも夕方の都心方面に向かう
交通量が卓越していることが伺える．また，正午付近に
も小さなピークが存在していることが読み取れる．一
方，旅行時間の標準偏差を見ると，平均旅行時間とほ
ぼ連動して同様の動きで増減していることが分かる．
以上の知見は，横軸に時刻別の平均旅行時間を，縦

軸に旅行時間の標準偏差をプロットした図–12からも明
らかである．平均旅行時間が大きいときには旅行時間
の変動 (標準偏差)も大きくなり，逆に，旅行時間が小
さい時には時間は安定している (i.e. 標準偏差が小さい)
ということが示唆される結果であるが，このようなルー
プ関係（出発時刻順に平均旅行時間と旅行時間の標準偏
差をプロットすると，逆時計回りのループになる）は，
道路交通に限らず，都市鉄道の遅延においても確認さ
れている．すなわち，交通量が多くなるにつれて最初
に平均旅行時間のピークがまず現れる．その後，平均
旅行時間は徐々に低下していく一方で遅れて標準偏差
のピークが現れるような現象である．Fosgerau63) は，
待ち行列理論とイェンセンの不等式を用いて，この現
象が生じるメカニズムを理論的に説明している．
(3) ドライバーの移動コストの試算
式 (13)より，ドライバーのコストは次式で表される．

TC = VTT × µ + VTT × RR × σ (15)

ここで，RRは節約時間価値に対する時間信頼性価値の

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
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6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
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7.5

図–11旅行時間の平均 (上段，含む 95%信頼区間)と標
準偏差 (下段)の推定結果

10.5 11.0 11.5 12.0 12.5 13.0 13.5 14.0 14.5 15.0 15.5 16.0 16.5
1

2

3

4

5

6

7

8

図–12旅行時間の平均 (横軸)と標準偏差 (縦軸)の相関
関係［単位：両軸とも分］

相対比 (Reliability Ratio)であり，次式で定義される．

RR :=
VTTV
VTT

=
λ
η + ω

H
(
Φ,
η
λ

)
(16)

すなわち，ドライバーの移動コストを計算するため
には，平均旅行時間 µ，旅行時間の標準偏差 σ，節約時
間価値 VTT，並びに，信頼性比 RRを規定すれば良い．
このうち，平均旅行時間と旅行時間の標準偏差につい
ては流入時刻ごとの推計値（図–11）が既に得られてお
り，実際の施策において便益を計算するような場合に
は，それらの将来予測値を用いれば良い．また，節約
時間価値は，国のガイドライン値76)等を暫定的に用い
ることが考えられる．一方，信頼性比 RRを求めるた
めには，ドライバーのスケジューリングパラメータ η,λ
並びに基準化旅行時間分布Φが必要となる．このうち，
基準化旅行時間分布は得られた結果を用いれば良いが，
スケジューリングパラメータについては，出発時刻選
択モデル等の推計結果を援用する必要がある．
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スケジューリング・パラメータの値に関しては，国内
における妥当な推計事例が存在しないため，代表的研
究である Small40) より，(η, λ, ω) = (1, 1, 5)という値
を援用する．これらを式 (16)に代入し，旅行時間デー
タから推定された基準化所要時間分布を用いて RRを
算出すると約 0.97となった．すなわち，旅行時間標準
偏差が単位削減することに対してドライバーが持つ支
払意志額は，平均旅行時間が単位削減することに対す
る支払意志額とほぼ同程度であることが示唆される．
この信頼性比算定値と道路事業の費用便益分析マニュ

アル76) における VTTの設定値 (=62.86円/分/台)を式
(15)に適用し，流入時刻別にドライバーの総コストを
試算した結果を図–13に示す．旅行時間の不確実性に起
因するコスト（赤）は旅行時間に起因するコスト（青）
に比べて小さいが，おおよそどの時間帯において 1∼2.5
割程度のシェアを占めていることが確認される．これ
は，ロンドン77)，ストックホルム78)の混雑料金の事後
的費用便益分析の試算結果と同程度の値である．

3.6 統合アプローチの妥当性・展開可能性
改めて，本章で概説した統合アプローチの特徴を以

下のように整理する．
(1) ミクロ経済理論との整合性と解析の容易性の確保
平均–分散アプローチに基づく不効用関数は，実際の

旅行時間等を明示的に引数として考慮したものではな
い．これに対しスケジューリングアプローチは，期待
効用理論の枠組みで旅行時間変動を明示的に考慮した
出発時刻選択行動のモデル化を行なっている．経済理
論との整合性も確保されつつ，経済便益は標準偏差の
減少分によって計測すれば良く，実用性も高い．
(2) 一般的な旅行時間分布に対する適用可能性
既存研究の多くは，正規分布のような扱いが容易な

統計分布の利用を前提に理論展開がなされている場合

図–13流入時刻別に見た車両一台当たりの総コスト (青：
平均旅行時間，赤：標準偏差)

がほとんどであるのに対し，統合アプローチでは任意の
旅行時間分布を適用することが可能となっている．実
際の旅行時間分布は正規分布とは大きく異なる形状を
有しており，現実的な旅行時間分布を仮定しなければ
旅行時間変動価値に大きなバイアスが生じてしまう可
能性がある．統合アプローチでは，現実の旅行分布に
近い適切な分布を用いて旅行時間変動価値や便益を算
出することが可能である．
(3) 経路レベルでの旅行時間信頼性評価への拡張可能性
統合アプローチも含めた従来研究のほとんどは，旅行
時間データの蓄積を容易に行うことが可能な道路リン
ク単位での分析を念頭に置いたものである．しかし旅
行時間信頼性は，本来的には旅行者のトリップ “全体”
に対して定義されなければならなず，経路単位での分
析への展開が必須である．そのためには旅行時間変動
尺度や確率分布をリンクを跨いで足しあわせ，経路レ
ベルでの旅行時間信頼性指標や旅行時間分布を構築す
る必要があるが，残念ながらそのような加法性の性質
は単純な設定（独立な正規分布等）を前提としてのみ成
り立つものであり，現実の旅行時間分布特性とは大き
く乖離する可能性がある．これに対し，統合アプロー
チをさらに一般化したアプローチが近年提案されてい
る7),17)．これらの研究では，Vickrey79)によるより一般
的なスケジュールコスト関数を仮定し，その特殊ケー
スとして統合アプローチを包含するような一般化がな
されている．特に重要なことに，得られた旅行時間変
動価値はスケジューリングパラメータのみに依存する
ため，経路レベルへの拡張が容易に可能となる．

3.7 おわりに
本章では，新たに提案した統合アプローチに基づく旅
行時間信頼性の経済便益評価方法の実証的検討を行っ
た．我が国の都市間高速道路より得られた大量の ETC
データを用いて，旅行時間変動を考慮したドライバー
のコストを試算した．その結果，旅行時間変動に起因
するコストが，ドライバーの総コストに比して無視で
きない大きさ（2割程度）を占める可能性があることが
示唆された．
今後は，コストの計算にとどまらず，施策前後にお
けるコスト変化の試算を行い，便益の計測にまで展開
させる必要がある．また，得られたスケジューリング
パラメータや，基準化旅行時間分布の妥当性や普遍性
についてもさらなる考察・検討が必要である．
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第 4章 旅行時間信頼性経済便益評価
のケーススタディ

本章では，統合アプローチの実用化に向けて，その
特徴や改善すべき点等を明らかにするべく，都市高速
道路プロジェクトを対象としたケーススタディを行う．

4.1 プロジェクトの概要
本章では，阪神高速道路の 2号淀川左岸線一期事業

（図–14）を対象とした検討を行う．この事業は，昭和
62 年度に工事着手された，大阪市此花区島屋から同
区高見までの 4.3km の区間であり，平成 25 年 5 月
25 日に開業した．今回の開通により，約 60km に及
ぶ大阪都市再生環状道路の一翼を担う淀川左岸線の一
期区間が完成し，3号神戸線と 5号湾岸線が直接つな
がることによる阪神高速道路の利便性向上が期待され
ている（http://www.hanshin-exp.co.jp/topics2/
1361351355F.pdf）．本線の設計速度は 60km/h，本線
部の車線数は上下線各 2 車線となっている．事業費
については，まだ未開業の二期事業分を含めた淀川
左岸線全体の額として 4915 億円となるということ
が 2011 時点の事業評価委員会資料において報告され
ている（http://www.hanshin-exp.co.jp/company/
kigyou/evaluation/2011-1216-1313.pdf）．

4.2 便益評価の範囲
本事業が強く影響を及ぼすと考えられる特定の OD

ペアの交通に対象を絞って便益評価の範囲を定めるこ
ととする．本事業はあくまでも 2号淀川左岸線事業の
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図–14阪神高速道路の 2号淀川左岸線一期区間
（出典：http://www.hanshin-exp.co.jp/topics2/
1361351355F.pdf）

一部区間であり，本事業施行によって有意な影響を被
ると考えられるのは，主に，神戸ー大阪方面の移動ト
リップである．具体的には，神戸から大阪南部への移
動において，従前には，神戸線→環状線→湾岸線と
いう経路をとっていたトリップが，事業施行に伴い，神
戸線→淀川左岸線→湾岸線というショートカットが
発生することにより，大きな時間短縮便益が図られる
ものと思われる．それに伴って旅行時間信頼性の向上
も図られるものと考えられる．また，これと競合する
神戸線→(摩耶→住吉浜)→湾岸線という経路や，神戸
線→(京橋→住吉浜)→湾岸線という経路も当該事業
の影響を受けると思われる．
そこで，図–15に示したA，B，Cの三つの経路を対
象とした便益評価を行う．なお，本研究の便益試算は，
費用便益分析で通常行われるwith-without分析ではな
く，開業前後の交通データを用いた before-after分析で
あることに予め留意されたい．

4.3 旅行時間信頼性評価に用いる交通データ
表–3に示すように，開業前の平日 114日間分，及び，
開業後の平日 120日分の交通データを用いる．各経路
の旅行時間については，分析期間における固定検知器
（トラカン）の情報を用いる．本研究ではタイムスライ
ス法を用いることによりスポット速度を旅行時間に換
算した上で検討を行う．こうして算定された分析期間
中の経路旅行時間の統計データを用いて旅行時間信頼
性評価を行うことが可能となる．
一方，経路交通量については，ETCシステムから得
られた集計交通量により，分析のためのランプ間 OD
交通量・経路交通量とする．
また，前章で述べたとおり，便益評価の重要な原単位
である信頼性比の算出のためには，予め H指数を定め
る必要がある．H指数の引数の一つに当該道路区間の
基準化旅行時間分布（Φ）があるが，これは先述のトラ

表–3各種設定条件
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Figure 2. Target paths for benefit evaluation.  

 
3.2 Traffic data 
 
The traffic data used for benefit evaluation are outlined in Table 1. The data from fixed detectors, over 
a 114-weekday period before project implementation and for 120 weekdays after service initiation, 
were used to estimate the impact of the project on travel time reliability improvement. The path travel 
time, determined using the time-slice method, was calculated using data from vehicle detectors 
installed every about 500 m along the network. This allowed the travel time distribution to be 
calculated for a particular path level. In addition, the path traffic volumes between origin-destination 
(OD) ramps were obtained from aggregated traffic counts using an electronic toll collection (ETC) 
system.  
 

図–15分析対象エリアと経路

カンから得られた旅行時間分布より直接求めることが
できる，もう一方の引数の最適遅着確率（η/λ）について
は，前章と同様に Small40)の結果を援用する（表–3）．

4.4 基礎データ分析
基礎的なデータ分析の結果を表–4，5に示す．対象

ODにおける経路 Cの分担率は 10.4%から 24.6%に有
意に増加している．一方，供用前後での日平均交通量
は 38台/日の増加（176→214）に留まっている．
次に，各経路における旅行時間の平均値ならびに標

準偏差の値を算出する．まず，経路別・時間帯別（1時
間単位）で算出した結果を図–16 , 17, 18に示す．施策
前後において（青→赤），淀川左岸線利用（経路 C）で
は旅行時間の平均・標準偏差とも減少しており，整備
の効果があることが確認される．一方湾岸線（経路A，
B）においては，旅行時間の平均・標準偏差共に微増と
いう結果となっている．

4.5 H指数および信頼性比のパターン
図–19には経路別に見た H指数 (式 (14))のプロジェ

クト前後での変化をまとめて示している．経路 Aや経
路 Bに比べて経路CのH指数が比較的安定的に時間推
移していることが確認される．一方，経路 Bの 9時台
や 21時台等では，H指数が小さな値を示しており，安

表–4供用前（平日 114日間）の交通量
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表–5供用後（平日 120日間）の交通量
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定的な値となっていないことが確認できる．
この点について，図–20に経路 Bの 9時台及び 12時
台の実旅行時間分布と基準化旅行時間分布を示す．両
分布ともに 9時台に非常に大きな旅行時間が確認でき
る．これは平成 25年 2月 6日に発生した事故渋滞（最
大渋滞長 5.2km，8:37発生 ∼10:02解消）に起因するこ
とが判明した．このような稀なインシデントよって極
端に大きな旅行時間が生じると，H指数の安定性に影
響を与えることが伺える．それ以外の Recurrentな旅
行時間の変動状況においては，H指数はいずれの経路
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図–16経路 Aの平均旅行時間と標準偏差
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図–17経路 Bの平均旅行時間と標準偏差
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図–18経路 Cの平均旅行時間と標準偏差

においても出発時刻に強く依存することがないことが
確認される．これより H指数の集約の可能性が示唆さ
れる．以降では，外れ値を除去して得られた H指数に
基づいた便益計測を行う．

4.6 便益試算のための設定
(1) 便益の定義
以上で得られた旅行時間データならびに交通量デー

タを用いて，便益の試算を行う．その基本的な流れを
図–21に示す．すなわち，時間帯別・経路別・施策前後
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図–19 H指数のプロジェクト前後での変化
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(b)基準化旅行時間分布

図–20旅行時間分布（供用前・経路 B・外れ値除去前）

別に，平均旅行時間 µ，標準偏差（信頼性指標）σ，H指
数を算定し，次式に示す施策前後での一般化費用変化
に伴う消費者余剰増分（台形公式）で利用者便益 Bを
定義する．

B =
1
2

K∑

k=1

Hour∑

hour=1

(
Qo

k, hour +Qw
k, hour

) (
TCo

k, hour − TCw
k, hour

)

TC = VTT × µ + VTT × RR × σ

ここで RR：信頼性比，K：総経路数，Hour：総時間帯
区分数，w，o：供用後・供用前をそれぞれ表すラベルで
ある．原単位については表–6に示すとおりに定めた．

表–6貨幣価値原単位の設定

��� Small (1982) 
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図–21便益計測の基本的考え方

(2) 信頼性比
信頼性比の算定に必要なH指数は経路別・時間帯別・

供用前後別に算定されている．従って，これらを平均
した値に基づいて算定した信頼性比及び時間信頼性価
値を表–6に示す．算定した結果，信頼性比は 0.928，時
間信頼性価値は 37.21円/分・台の値が得られた．得ら
れた信頼性比は，英国やニュージーランドのマニュア
ルの値とほぼ同等となっている．

4.7 旅行時間信頼性向上便益の試算
(1) 便益の試算
以上の手順で得られた結果や考え方に基づき一般化

費用と時間信頼性便益を算定した結果を図–22∼25に示
す．1日当たりの純時間信頼性向上便益額は 1,412円/
日となり，時間短縮便益（5,386円/日）に対して，約 26
パーセントに相当している．また，1台当たりの時間信
頼性便益は 7.2円/台・日，時間短縮便益は 27.6円/台・
日となっている．時間帯別に見ると，多くの時間帯で
正の便益が生じているが，一部の時間帯では負の便益
が生じている．また，時間帯別の 1台当たりの便益額
に関しは，6∼8時台では時間信頼性便益として 30∼50
円/台・日程度，時間短縮便益として 70∼80円/台・日程
度の便益が生じていることが確認できる．
(2) H指数の集約の度合いと便益試算値の関係

H指数の集約について，まず経路に着目して，1⃝経路
別・時間帯別→ 2⃝経路別→ 3⃝全体（経路）といった順で
集約した場合，次に，時間帯に着目して 1⃝経路別・時間
帯別→ 4⃝時間帯別→ 5⃝全体（時間帯別）といった順で集
約した場合の合計 5パターンを検証した．集約パター
ン別の信頼性便益の試算結果を表–7に示す．経路に着

目した場合 1⃝＞ 2⃝＞ 3⃝の順，時間帯に着目した場合は 1⃝
＞ 4⃝＞ 5⃝の順で時間信頼性便益額は小さくなっている
ことが把握できる．すなわち H指数を共通化するほど
便益額は小さくなっていることが理解できる．特に，経
路では 2⃝→ 3⃝，時間帯では 1⃝→ 4⃝での集約で便益額の減
少が相対的に大きくなっている．従って，試算結果で
は，実務で適用する際に，3⃝経路別への集約に留めてお
くことが妥当であることが示唆される．

4.8 おわりに
本研究では，阪神高速道路 2号淀川左岸線を対象に
時間信頼性便益を試算した．トラカンデータを用いた
before-after分析を行った結果は以下のとおりである．
(1)まず，統合アプローチに基づくH指数を経路別・時
間帯別・供用前後別に試算した結果，H指数は同一と見
なすことはやや難しいことが分かった．同一と見なす
ことが難しい要因として，非常に稀なインシデントに
よって生じた極端に大きな旅行時間の存在が挙げられ
る．(2) 次に，本試算による信頼性比は 0.928，時間信
頼性価値は 37.21円/分・台となった．また，時間信頼
性便益は 7.2円/台・日となり，時間短縮便益（27.6円/
台・日）の 26％程度となった．この便益については，
H指数を時間的・空間的に集約し共通化するほど，時
間信頼性便益額は小さくなる傾向が確認できた．
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図–22供用前の一般化費用
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図–23供用後の一般化費用
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図–24時間帯別の便益額
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図–25 1台当たりの時間帯別便益額

表–7 H指数の集約度合いに応じた便益試算結果
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第 5章 一般道路網全体を対象とした
旅行時間信頼性評価の試論

5.1 はじめに
一般に，旅行時間データの蓄積は一般に短いセクショ

ン単位で行われるため，旅行者のトリップ全体の旅行
時間変動を十分な精度で把握するために必要なデータ
数を確保することは困難である．現状では大量の旅行
時間データが得られる短いセクション毎に旅行時間変
動を計測し，それらをつなぎ合わせて経路全体の旅行
時間変動を推計する手順を取らざるを得ない．しかし，
リンク単位での旅行時間変動から経路全体の旅行時間
変動を求めるにあたっては二つの大きな課題が残され
ている．一つ目はリンク間での旅行時間の相関の存在
である．通常，渋滞等による旅行時間の増加はリンク
を跨いで波及する．例えば Taylor80)は，高速道路旅行
時間データの統計解析より，隣接するリンクの旅行時
間どうしに強い相関が存在することを示している．通
常は分散等の変動尺度を単純にリンク間で足し合わせ
て経路全体の旅行時間変動と見なすことが多いが，相
関が存在する場合には便益が過大推計されてしまう．
二つ目の課題は，旅行時間分布の集計化に関するも

のである．価値付けのための一般的な行動モデル6) に
整合させるためには，旅行時間変動を標準偏差等の代
表値のみで把握するのではなく，分布そのものの変化
として把握する必要がある．その場合，旅行時間分布
を畳み込んで得られる分布が元と同じ分布族となると
操作性が高い．そのような特性を有する統計分布の代
表例が正規分布56)であるが，実際の旅行時間分布は左
右非対称で右裾が長い等の特徴を有しており81)，正規
分布とは大きく異なっている．
本章では，経路やネットワークレベルでの旅行時間

変動把握のためには避けて通ることのできない上記二
つの課題に対し，安定分布という新たな統計分布族の
適用可能性並びに有用性を検討するものである．まず，
旅行時間のリンク間相関に関しては，旅行時間をその
平均と標準偏差で基準化して得られる基準化旅行時間
として考えた場合に，独立性の仮定が概ね妥当となる
ことを実証的に示す．次に，その基準化旅行時間分布
に安定分布を当てはめ，データへの適合度の高さを示
す．最後に，基準化旅行時間分布のリンク間での畳み
込みの可能性について考察する．

5.2 基準化旅行時間の算出
流入時刻 tにおける当該リンクの旅行時間 Tを以下

のように位置–尺度型の形式で表す．

T = µ(t) + σ(t)X

ここで，µ(t) は時刻における平均旅行時間，σ(t) は時
刻における旅行時間変動の尺度である．本研究では変
動尺度として四分位範囲 (Interquartile Range)を用い
る．µ(t)並びに σ(t)はノンパラメトリック回帰分析75)

を適用することにより滑らかな関数としてデータから
推定することができる82)．また X は基準化旅行時間
(Standardized Travel Time) と呼ばれる．基準化旅行
時間は，旅行時間変動価値を推計するための統合モデ
ル6) でも用いられる．
旅行時間と流入時刻の組み合わせの i番目の観測結果
を (Ti, ti)とすると，推定された平均旅行時間関数 µ̂(ti)
並びに変動尺度関数 σ̂(ti)を用いて，対応する基準化旅
行時間 Xi を以下の式で求めることができる．

Xi =
Ti − µ̂(ti)
σ̂(ti)

(17)

一般に平均旅行時間や旅行時間変動は，流入時刻に
よって大きく異なる．式 (17)により求められる基準化
旅行時間データは，流入時刻に固有の平均旅行時間と
旅行時間変動によって基準化されるため，リンク間で
の相関の程度が削減されることが期待される．

5.3 安定分布へのフィッティング
(1) 安定分布とは
安定分布 (Stable Distribution)74),83) とは，極値の存
在に起因する分布の裾厚 (heavy tail) や分布の非対称
性 (skewness)を表現することが可能な統計分布族であ
る．物理的な限界から旅行時間には下限が存在する一
方，甚大なインシデントの発生等により，稀ではあるも
のの非常に大きな旅行時間が生起する場合もある．安
定分布は，旅行時間分布に特徴的なこれらの特性を適
切に考慮することができる．
基準化旅行時間 Xが安定分布 Sに従うとき，一般に

X ∼ S(α, β,γ, δ)と表わされる83)．すなわち安定分布は
四つのパラメータによって規定される．α ∈ (0, 2]は安
定性パラメータ (stability parameter) と呼ばれ，分布
の裾厚を規定するパラメータである．α = 2の場合，安
定分布は正規分布に帰着し，その値が小さくなるにつ
れて正規分布よりも分布の裾が長くなる．これにより，
いわゆるロングテール現象を表現することもできる（但
し分布の二次以上のモーメントは無限大に発散する）．
β ∈ [−1, 1]は歪度を規定するパラメータであり，β = −1
の場合には左に最大に歪み，逆に β = +1の場合には右
に最大に歪む．基準化旅行時間分布の場合，βは +1に
近い値になると期待される．γ > 0は分布のスケール
を，δ ∈ Rは中心の位置をそれぞれ規定するパラメータ
である．なお，γ，δはそれぞれ標準偏差，平均を表わ
すものではないことに注意されたい．
安定分布は，α = 1，β = 0の場合にはコーシー分布
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に，α = 0.5，β = 1の場合にはレヴィ分布にそれぞれ一
致する．すなわち安定分布は，正規分布，コーシー分
布，レヴィ分布を含むより広い分布族である．
(2) 安定特性
旅行時間分布の統計分析を行うに当たり，安定分布

が持つ好ましい特性が“安定特性 (Stability property)”
である．これは「互いに独立した異なる安定分布に従
う確率変数の和は，それらの安定分布が同一の安定パ
ラメータ αの値を持つ場合に限り安定分布に従う」と
いう性質である．すなわち，畳込みにより生成された
新たな安定分布は同じ安定パラメータ αを有する．残
りのパラメータも次の手順で求めることができる．

Xj ∼ S(α, β j,γ j, δ j), j = 1, ..., J を J個の異なる安定分
布に従う互いに独立な確率変数とする（但し αは共通）．
このとき，これらの確率変数の平均 X̄ = (1/J)

∑J
j=1 Xj

は，次の安定分布に従う74)．

X̄ ∼ S(α, β̄, γ̄, δ̄), (18)

ここで，安定分布の各パラメータは以下で与えられる．

β̄ =

∑J
j=1 β

j
∣∣∣γ j/J

∣∣∣α

∑m
j=J

∣∣∣γ j/J
∣∣∣α
,

γ̄ =

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

J∑

j=1

∣∣∣γ j/J
∣∣∣α
⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

1/α

,

δ̄ =

⎧⎪⎨⎪⎩

∑J
j=1 δ

j/J +
(
tan πα2

) [
β̄γ̄ −∑J

j=1 β
jγ j/J

]
(α ! 1)

∑J
j=1 δ

j/J + 2
π

[
β̄γ̄ log γ̄ −∑J

j=1 β
jγ j/J log

∣∣∣γ j/J
∣∣∣
]

(α = 1)

すなわち連続する道路リンク区間において各リンク
の基準化所要時間が共通の αを持つ安定分布にそれぞ
れ従い，さらにそれらの基準化所要時間が互いに独立
と仮定すれば，安定特性によりリンク単位で推計され
た基準化所要時間分布を経路全体での基準化所要時間
分布へと容易に集約（畳込み）することが可能となる．
さらには，基準化されていない通常の旅行時間分布に
関しても，同様の畳み込みを行うことが可能となる．
(3) 一般化中心極限定理
安定分布に関するもう一つの重要な特性は，“一般

化中心極限定理（Generalized Central Limit Theorem:
GCLT）”と呼ばれる．古典的な中心極限定理は「（有界の
分散を持つ）独立な確率変数の正規化された和は標準正
規分布に弱収束する」というものであった．Gnedenko
and Kolmogorov84) はこれを確率変数の分散が無限の
値となる場合を含む状況へと拡張し，一般化中心極限
定理と称した．簡単に述べるとこの定理は「互いに独
立な“（分散が有界でない場合も含めた）いかなる”確
率変数の正規化された和に対しても，その唯一の極限
分布が存在し，それが安定分布となる」ということを
示すものである74),83)．
大きな数のリンク数で構成される細密な都市内道路

ネットワークを考えよう．各リンクで観測される基準
化旅行時間分布は，正規分布のような左右対称のもので
はなく，稀ながらも起こりうる大きなインシデントの
影響により，右の裾が厚くなっていると仮定する．こ
のような状況で一般化中心極限定理を適用すると，「こ
の全ネットワーク上で長期間にわたって観測された各
リンクの基準化旅行時間の総和の分布は，安定分布に
収束する」という結論を導くことができる．これによ
り，経路レベルあるいは ODレベルでの基準化旅行時
間分布の推計や，さらには，該当する旅行時間変動価
値等の推計が可能になることが示唆される．
(4) 安定分布のパラメータ推定
一般に，安定分布の確率密度関数は陽には与えられ
ておらず，通常は特性関数 φ(τ) = E(exp(iτX))によっ
て表現される．その場合，全てのパラメータに関して
確率密度関数が連続的となり，数値解析上扱い易いとい
う理由で，下記の Zolotarev’s (M) parameterization83)

による表現がよく用いられる．

φ(τ) =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

exp
{
−γα |τ|α

[
1 + iβ

(
signτ

) (
tan πα2

)

(
(
γ |τ|)1−α − 1)

]
+ iδτ

}
(α ! 1のとき)

exp
{
−γ |τ|

[
1 + iβ

(
signτ

)
tan 2

π

(
ln |τ| + lnγ

)]

+iδτ} (α = 1のとき),

安定分布のパラメータは，この特性関数に基づく数
値尤度最大化により，実際のデータを用いて推定する
ことができる85)．

5.4 ケーススタディ
(1) データの概要
ここではデンマーク・コペンハーゲンの中心部と郊
外とを結ぶ Frederikssundsvejという放射状道路の一
部区間 (11.263 km)において，2007年 1月 16日 ∼5月
8日に観測されたリンク流入時刻と旅行時間のデータを
用いる．図–26のA∼E各地点に設けられたカメラによ
るナンバープレート認識によって流入時刻一分毎に計
測された旅行時間のうち，平日の 6時 ∼22時のデータ

図–26分析対象の都市内道路 (Frederikssundsvej)
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表–8旅行時間データの概要と Plug-inバンド幅 (分)

ID 方向 延長 (km) n hplu!,µ
T hplu!,F

T hplu!,F
t

1 A→ B 2.725 60669 32.9 47.5 0.162
2 B→ C 3.279 59950 32 46.1 0.406
3 C→ D 2.508 57759 32.1 46.2 0.183
4 D→ E 2.751 54462 32.6 46.9 0.339
5 A→ E 11.263 24271 37.9 53.1 0.895

表–9安定分布のパラメータ推定値
Section 1 2 3 4 合成 5
α 1.16 1.11 1.14 1.12 1.13 1.30
β 0.88 0.91 0.92 0.99 0.92 1.00
γ 0.33 0.28 0.32 0.30 0.26 0.30
δ -0.53 -0.52 -0.48 -0.48 -0.30 -0.38

対数尤度 -67600 -59883 -61490 -55424 – -21940
n 60669 59950 57759 54462 – 24271
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図–27 推定された安定分布と畳込みによって求められ
た安定分布の比較 [区間 A→ E]

を用いる．ID5の区間とは，1∼4の小区間を数珠つな
ぎにした区間であり，起点Aから Eまでを通して走行
した車両のみから経路全体の旅行時間データを得てい
る．この区間の分析結果と ID1∼4の各区間の比較を行
うことで本検討に対応することができる．表–8に各道
路セクションの概要と推計に用いたバンド幅を示す．
(2) 基準化旅行時間の推計と安定分布への当てはめ
まず，ノンパラメトリック回帰82)によって平均旅行

時間 µ̂(ti)と変動尺度（四分位範囲）σ̂(ti)を推計する．
次に，得られた関数を式 (17)に代入し，各区間の任意
の旅行時間サンプル iに対する基準化旅行時間 Xi を算
出する．この得られた基準化旅行時間データセットを
用いて安定分布の最尤推定を行った結果を表–9に示す．
いずれの区間でも αの推定値は有意に 2 (正規分布)よ
り小さく，分布の右裾が正規分布よりも厚く，安定分
布の形状に近いことが示唆される．また，βの推定値が
いずれも上限の 1に近いことから分布が大きく歪んで
いることが分かる．これは，稀少ながらも重大なイン
シデント等に起因する極端に大きな基準化旅行時間が
データに含まれているためと考えられる．
また，異なる区間どうし（1∼4）で比べると，αの推

定値は互いに近い値となっている．図–27には αの推
定値の平均 (≈ 1.132)を用い，式 (18)に基づいて合成を
行った結果も併せて示している．道路地点Aから Eま

(a) Links 1 and 2 (54,310 sample)

(b) Links 2 and 3 (50,499 sample)

(c) Links 3 and 4 (52,649 sample)

図–28隣接する区間の基準化旅行時間の同時分布

での通してのデータの分析結果 (Link 5)の αの推定値
が 1.30であることから，二つの分布はややずれている．
これは，基準化旅行時間の次元で見た場合でも，完全
に無相関とはならないことを意味している．このこと
は，隣接する区間（Link 1と 2，2と 3，3と 4）の間で
対応する基準化旅行時間の組み合わせについての同時
確率密度関数を推定した図–28からも概ね確認される．

5.5 おわりに
本章では，旅行時間変動のリンク間加法性に関して，
基準化旅行時間並びに安定分布に基づいた考察を行っ
た．具体的には，旅行時間のリンク間相関への対処の
可能性と旅行時間分布のリンク間での畳み込みの可能
性を検討した．さらに，リンク毎の旅行時間変動に基
づいてネットワーク全体の変動を把握する上で安定分
布の持つ一般化中心極限定理が有用となる可能性を論
じ，そのような想定の妥当性を実証的に確認した．
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第 6章 統合アプローチのパラメータ
推定方法の検討

6.1 はじめに
本章では，選好意識調査（SP調査）を実施して，統

合アプローチのスケジューリング関数のパラメータを
推定する．調査においては，旅行時間分布並びに最適
遅着確率の情報を実験的に操作する必要がある．しか
し，経路選択を繰り返すために，被験者に飽きが生じた
り，不確実性下での意思決定のため旅行時間分布が正
確に認識されるかどうかと言う観点からの課題が残さ
れている．例えば Tseng et al. 65)では，9つの異なる旅
行時間分布の被験者への表示方法について検証し，表
示の明快さ，選択のしやすさ，全ての情報の考慮のしや
すさ，表示の魅力，選択への答えやすさ等の観点から，
回答者の教育水準等に関わらず，棒グラフ等よりも数
字による直接的表示の方が，情報の考慮のし易さ・回
答の答え易さ等の観点で一番優れると結論付けている．
以上の基本的考えに立脚し，本章で行ったインター

ネット調査では，図–29のような表示形式により，被験
者に二つの経路 A，Bのうちいずれか一方を選択する
ことを要請した．実験では，各経路の旅行時間変動と
到着時刻制約をコントロールすることで，被験者に対
して多様な旅行時間分布の状況を提示している．

6.2 SP選択実験の想定
選択に先立ち想定してもらった実験の前提条件は下

記のとおりである．
(a) 毎朝，自動車を利用して会社に通勤している．
(b) 二つの道路A，Bの長さや構造は全く同じだが，唯
一，旅行時間変動のみが異なる．

(c) 旅行時間変動は，過去約 100日間の調査から予め
分かっており，「平均旅行時間」と「早着・遅着が起
こった回数」によって，図–29のように表される．

(d) 自宅を出発する時刻は毎日同じである．
以上の条件のもと，ずっと同じ道路を利用し続けるこ
とを念頭に経路選択を行うよう被験者に教示した．

6.3 実験計画
選択肢プロファイルの作成方法は次のとおりである．

まず，前章で推定した安定分布より 100個の乱数を発生
させた．これらの乱数に対し，あらかじめ表–10のよう
に設定された平均旅行時間，標準偏差を用いて 100個
の旅行時間乱数へと変換させた．その上で，別途予め与
えられた最適遅着確率（表–10）を用い，希望到着時刻
に対する早着/遅着の差の時間を算出した．最後に，予
め設定した各階級（図–29）に対し，これらの結果を用
いて度数分布表を作成した．

図–29選好意識調査における経路選択実験の表示例

表–10選好意識調査における各因子とその水準

因子 水準
平均旅行時間 48 分 54 分 60 分 66 分 72 分
標準偏差 8 分 10 分 12 分 14 分 16 分
最適遅着確率 0.3 0.2 0.4 0.1 0.5

なお，表–10に示す通り，経路選択実験における平均旅
行時間，標準偏差，最適遅着確率の組み合わせは各 5通
りである．因子数が 3で各 5水準なので，5×5×5 = 125
通りの選択肢プロファイルプロファイルが作成され，そ
の組み合わせは 125× 1244 = 15, 500通りとなる．本研
究では合崎・西村86) の方法に基づき，この中から 100
個の選択肢の組み合わせを部分抽出し，さらにこの 100
個の中からランダムに抽出された 18個の選択実験を各
被験者に提示している．
調査対象者は全国の 20代から 50代の男女で，マー
ケティングリサーチ会社のWEBモニターを対象に実施
した．普段通勤に自動車を利用している人のみが被験
者となるようスクリーニングした．調査の信頼性を高
めるために，曖昧・いい加減な回答を除去するための
いくつかのスクリーニングをさらに行った結果，分析
に用いる個人サンプル数は 232である．それぞれが 18
の異なる経路選択を行っており，合計 4176の選択デー
タが得られた．

6.4 モデルの特定化
ランダム効用理論に基づき，個人 iの t番目の選択実
験における二つの経路A，Bの期待効用差関数 ∆EUit ≡
EUA

it − EUB
it を何通りかの形で特定化し，推定結果の比
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較を行う．各説明変数の定義を以下に示す．
• µA

it , µ
B
it：選択肢 A・Bの平均旅行時間（分）

• Femalei：女性ダミー変数
• Age(above30)i：30歳以上ダミー変数
• ComTime:通勤時間（分）
• log (Income):世帯年収 (万円)の対数値
• σA

it , σ
B
it：選択肢 A・Bの旅行時間標準偏差（分）

• θ：平均旅行時間の限界効用で常に一定値と仮定
• κ：旅行時間標準偏差の限界効用主効果分で，モデ
ルによってはランダムに変動する．

• εit：位置尺度 0，スケールパラメータ 1のロジス
ティック分布 Logistic(0, 1)に従うホワイトノイズ
項（ランダム項）．

• ξi：パネル効果を考慮したランダム効果モデルにお
ける非観測異質性項で，平均 0，分散 ω2

ξの正規分
布 N(0,ω2

ξ)に従うと仮定する．標準偏差 ωξ は未
知パラメータとして推定される．

• κi：Model 2，4では旅行時間標準偏差の限界効用
κi が個人間で異なるランダム係数モデル（Mixed
Logit Model）が用いられている．また，Model 3，
4では κi が平均 κ，分散 ω2

ξ の正規分布 N(κ,ω2
κ)

に従うとそれぞれ想定する（κ及び ωκは未知パラ
メータとして推定される）．

このような変数設定のもと，以下のような効用関数
形の妥当性について比較検証を行う．

Model 1 (二項ロジットモデル)

∆EUit = θ(µA
it − µB

it) + [κ + κF × Femalei

+ κAGE ×Age(above30)i + κINCOME × log(Income)i

+ κCOM × ComTimei](σA
it − σB

it) + εit,

where εit ∼ Logistic(0, 1) (19)

Model 2 (パネル二項ロジットモデル)

∆EUit = θ(µA
it − µB

it) + [κ + κF × Femalei

+ κAGE ×Age(above30)i + κINCOME × log(Income)i

+ κCOM × ComTimei](σA
it − σB

it) + ξi + εit,

where ξi ∼ N(0,ω2
ξ), εit ∼ Logistic(0, 1) (20)

Model 3 (二項ロジットモデル (正規ランダム係数)

∆EUit = θ(µA
it − µB

it) + [κi + κF × Femalei

+ κAGE ×Age(above30)i + κINCOME × log(Income)i

+ κCOM × ComTimei](σA
it − σB

it) + εit,

where κi ∼ N(κ,ω2
κ), εit ∼ Logistic(0, 1) (21)

Model 4 (パネル二項ロジットモデル (正規ランダム係数))

∆EUit = θ(µA
it − µB

it) + [κi + κF × Femalei

+ κAGE ×Age(above30)i + κINCOME × log(Income)i

+ κCOM × ComTimei](σA
it − σB

it) + ξi + εit,

where ξi ∼ N(0,ω2
ξ),κ

i ∼ N(κ,ω2
κ),

εit ∼ Logistic(0, 1) (22)

Model 5 (二項ロジットモデル)

∆EUit = θ(µA
it − µB

it) + [κ + κF × Femalei

+ κAGE ×Age(above30)i

+ κCOM × ComTimei](σA
it − σB

it) + εit,

where εit ∼ Logistic(0, 1) (23)

6.5 行動モデルおよび時間信頼性価値の推定結果
Model 1, 5はMultinomial Logit Model，Model 2,

3, 4はMixed Logit Modelによる定式化となっており，
シミュレーション対数尤度の最大化によってパラメー
タを推定した（乱数生成回数 500回）．結果を表–11に
示す．
平均旅行時間と標準偏差はいずれも有意となってい
る．また，パラメータの値については，負のものにつ
いてみると κが最も大きく，次いで通勤時間の交互作
用項 κComTime，θ の順となっている．さらに，κincome，
κabove30，κF の各推計値より，収入が高いこと，また年
齢が 30歳以上であること，女性であること等が，旅行
時間変動に対する感度を下げる要因となっていること
がわかる．また，通勤時間が長いほど，旅行時間変動
に対する感度が大きくなっている．
次に信頼性比を推計する．表–12および表–13に各被
験者属性のタイプと，それぞれのタイプの各モデルを
用いた場合の信頼性比の推計結果を示す．ここでは通
勤時間を 60分，年収を 500万円に設定している．いず
れのモデルにおいても，タイプ 3（女性，30歳以上）の
セグメントの信頼性比が最も低く，タイプ 2（男性，30
歳以下）の信頼性比が最も高くなっている．Lam and
Small20)では，女性の信頼性比が男性よりも約 2.3倍高
い結果となっており，本研究の結果はそれと反対の傾
向を示すものとなった．また，全体の平均値は，2.40前
後の値となっている．これは，2.4分の旅行時間標準偏
差の短縮の価値が，1分の平均旅行時間短縮の価値に等
しいことを意味している．これは，Noland et al. 45)で
得られた 1.27より大きく，Batley87)による推計値 3.28
よりは小さい結果である．
旅行時間信頼性価値 (VTTV) は図–11の最下列にま
とめて記されている．我が国の現行の道路投資マニュ
アルにおける旅行時間節約価値を信頼性比に乗じた結
果，平均で 147円/分という値が得られた．
最後に，統合モデルのスケジューリングパラメータ
η̂, ω̂, λ̂を復元する．復元に先立ち，最適遅着確率を推
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表–11統合モデルの推定結果

推定結果 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5
推定値 t 値 推定値 t 値 推定値 t 値 推定値 t 値 推定値 t 値

θ -0.0526 -17.73 -0.0574 -7.32 -0.0544 -13.07 -0.0536 -11.59 -0.0525 -17.72
κ -0.263 -2.66 -0.281 -2.52 -0.28 -2.49 -0.271 -2.53 -0.12 -4.21
ωκ 0.121 1.12 0.121 1.12
κF 0.032 1.76 0.0354 1.74 0.0361 1.74 0.0339 1.74 0.0359 1.74
κAGE 0.0415 1.65 0.0439 1.58 0.0452 1.61 0.0427 1.6 0.0447 1.79
κINCOME 0.024 1.51 0.0254 1.45 0.0253 1.44 0.0247 1.47
κCOM -0.001 -2.02 -0.001 -1.94 -0.001 -1.92 -0.001 -1.94 -0.0009 -1.86
ωξ 0.651 1.26 0.158 0.18
初期尤度 2894.6
最終対数尤度 -2689.4 -2688.5 -2689.0 -2689.3 -2690.6
自由度修正
済み尤度比 0.069 0.069 0.069 0.069 0.069
サンプル数 232
回答数 4176
信頼性比の
平均値 2.28 2.16 2.36 2.29 2.53

VTT
(円/分) 62.86 (費用便益分析マニュアル 76) より)
VTTV
(円/分) 143.62 142.11 148.44 144.08 159.37

表–12被験者特性

タイプ 被験者特性 人数
タイプ 1 男性，30 歳以上 122
タイプ 2 男性，30 歳以下 20
タイプ 3 女性，30 歳以上 75
タイプ 4 女性，30 歳以下 15

表–13信頼性比

タイプ モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5
タイプ 1 2.26 2.25 2.35 2.28 2.45
タイプ 2 3.05 3.02 3.18 3.08 3.30
タイプ 3 1.65 1.64 1.68 1.65 1.77
タイプ 4 2.44 2.40 2.52 2.44 2.62
平均値 2.35 2.33 2.43 2.36 2.54

表–14統合モデルパラメータの復元結果

パラメータ モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5
λ -0.49 -0.53 -0.53 -0.50 -0.55
η -0.125 -0.13 -0.13 -0.12 -0.13
ω 0.072 0.077 0.079 0.074 0.08

計する必要があるが，これは各選択実験で実際に選択
されたプロファイルの最適遅着確率の平均値をとるこ
とによって推計した．その結果，推計値 η̂

λ は 0.239と
なった．すなわち，旅行者は（最適状態においては）100
回のトリップのうち 24回程度の希望到着時刻からの遅
刻が生じることを許容していることを意味している．

スケジューリングパラメータの復元結果を表–14に
示す．これらの結果は，誤差項のスケールが異なるた
め値の絶対比較はできないが，それぞれの相対比率
は，既往研究（例えば，Small40) による (η̂, ω̂, λ̂) =
(−0.319,−0.065,−0.041)）という結果と比較的類似した
傾向を示していることが分った．

6.6 まとめ
本章では，選好意識調査から得られた行動データを
旅行者のスケジューリング行動を記述する統合モデル
に適用し，旅行時間信頼性価値の推計を行った．パネ
ル効果や観測/非観測異質性を考慮した離散選択モデル
を用いた推定結果は，信頼性比の平均値が 2.40という
ものであった．すなわち，今回の実証分析の限りにお
いては，旅行時間信頼性の向上便益が旅行時間短縮便
益と比較しても無視できない大きさであることが示唆
された．また，性別・年収・普段の通勤時間などの被
験者特性によっても，旅行時間変動価値が有意に異な
る可能性が示された．さらに，平均-分散アプローチに
よって得られたパラメータと基準化旅行時間分布の情
報を用いてスケジューリングモデルの選好パラメータ
を復元し，それを既往研究と比較した結果，推計結果
は類似していることも確認された．
但し今回の推計結果は，あくまでも小規模のサンプ
ルを対象とした試算値である．今後は，選好意識調査
における回答結果の信頼性の検証，旅行時間分布のば
らつきの提示方法の検証，期待効用理論からの乖離の
可能性の検証等が必要になる．また，今回の選好意識
調査では，選択肢属性に費用を含めておらず，信頼性
比の算出に留まっている．旅行時間価値と旅行時間変
動価値を分離して推定することにより，価値の二重計
算の可能性が生じる可能性が考えられるため，調査の
負荷と結果の妥当性とのトレードオフを考慮した推計
方法を今後検討する必要がある．
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第 7章 遅刻リスク回避型経路誘導ア
ルゴリズムの開発

本章では，本研究で新たに開発・提案するハイパーパ
ス（Hyperpath: HP）の考え方に基づく動的経路誘導
について述べる．まず，関連する研究のレビューを行っ
た上で，提案する Hyperpath-based Dynamic Route
Guidanceの基本概念とそのアルゴリズムについて概説
する．さらに，幾つかの数値的検証を通じて，提案す
る方法の妥当性について概説する．

7.1 Reliable Routingに関する既往研究のレビュー
(1) 旅行時間不確実性と Reliableな最短経路の探索
本来，旅行時間は不確実な特性を有するものである．

そのような旅行時間の不確実性は，経路の選定にも大
きな影響を及ぼしうると考えられるが，何らかの基準
に基づいてそのような不確実性のリスクを軽減させる
ような経路を推奨するのが Reliable Routing である．
Reliable Routingに関する研究では，各リンクの旅行
時間の確率分布をあらかじめ仮定した上で，統計的な
期待総旅行時間が最小となる（Least Expected Travel
Time: LET）ような経路を推奨するような方法も提案
されている88),89),90)．しかし，実ネットワーク規模にな
ると計算量が極めて膨大になることが指摘されており，
LET基準に基づく経路推奨は実用化には至っていない．
一方，Kapariasらによる一連の研究91),92),93),94)では，

旅行時間分布そのものではなく，標準偏差やパーセンタ
イル値のような旅行時間変動指標に基づいて経路を推
奨する方法を提案・検証している．特に Kaparias and
Bell94) では，Kaparias et al. 92) で開発された Reliable
Rouitngシステム (ARIAdNE)を用い，ロンドンの一
般道路において Reliable Routingの実フィールドテス
トを実施し，その有用性を確認している．さらに近年
のNieらによる一連の研究95),96)では，予定した時刻通
りに到着できるかどうか (on-time arrival)という観点
から，評価基準を「On-time arrival probabilityの最大
化」とした新たな Reliable Routingアルゴリズムを開
発している．これは LET基準に比べて相対的に計算量
が少なく，実ネットワークにおける幾つかの検証も試
みられている97),98),99)が，絶対的な計算量は依然として
多いことも指摘されている．
(2) 多経路推奨の考え方
旅行時間不確実性の考慮の有無にかかわらず，これ

まで扱ってきた経路推奨アルゴリズムでは，基本的に
“単一”の経路が算出・推奨される．しかし，渋滞や事
故などによってネットワークの状態が不確実になる場
合には，事前すなわちトリップ開始前において最短で
あったその単一経路がトリップ完了後に事後的に見て

も最短である保証は無い．交通量の増加はネットワー
クの不確実性をさらに増加させるものと考えられ，そ
のような単一の経路のみの推奨によってドライバーの
定時性に対する不満を下げることは難しい．
また，旅行時間の不確実性に対するリスク態度は，ド
ライバーによって大きく異なる．多少の遅れを許容す
るドライバーもいれば，厳格な定時性を強く求めるド
ライバーもいる．単一の経路のみを推奨する経路誘導
方式ではこのようなドライバーの遅刻リスク態度の多
様性に対処することができない．また，ネットワーク
全体の効率性の観点から見た場合でも，単一の経路推
奨が多くのドライバーに対してなされることは，その
経路への過剰な交通を発生させ，結果的に当該リンク
の旅行時間増やネットワーク全体の混雑増を招く可能
性があり，シミュレーション研究でもそのことが従来
より指摘されている100)．
このような理由から，単一ではなく複数の経路をド
ライバーに推奨するためのアルゴリズムやその妥当性
が検討されてきた．多くの商用のナビゲーションシス
テムにおいては，通常の最短経路探索におけるリンク
ウェイトをリンク旅行時間から別の変数に置き換える
ことによって，異なる基準に基づき複数の経路を推奨
するような仕組みが取られている．リンクウェイトは，
距離（最短距離経路），時間（最短時間経路），金銭費用
（最小費用経路）等の個別要素，もしくはそれらの線形
結合としての一般化費用として定義される．

7.2 戦略的な経路選定の考え方と Hyperpathに基づ
く経路誘導

戦略的な経路選定 (strategic routing)あるいは対応型
の経路選定 (adaptive routing)は，Miller-Hooks and
Mahmassani89)，Miller-Hooks90)による旅行時間が確
率的に変動する交通ネットワークにおける LET基準に
基づくものが最初の研究と思われる．経路途上におけ
るRe-Routingがドライバーにとって有益であることは
確かだが，プレ・トリップ段階における LET基準に基
づく推奨経路は，十分な数の代替経路を含んでいない
場合もある．真の最適経路は，経験される旅行時間に
関する中間情報にも依存していることから，最終的な
到着地ノードに至るまでの「指示」を提供するような
仕組み，すなわち「戦略（Strategy）」を提供する方が
ドライバーにとって有益である可能性が考えられる．
戦略の考え方に従うと，ドライバーに対しては予め
定まった経路が推奨されるのではなく，経路途上での
交通状況や交通情報を考慮しながら，途中の指示ノー
ドにおいて，右折・直進・左折などの指示がなされ，そ
の繰り返しによって最終的な目的地に到達するような
手続きがなされる．戦略であることから，この指示の
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され方は交通状況に依存して変化し得る．

7.3 自動車の動的経路誘導問題へのHyperpathの適用
このような戦略的あるいは適応的な経路選定の考え

方は，グラフ理論の用語を用いると「Hyperpath (HP)」
という言葉で称される．Bell101)は，道路交通の文脈で，
HP を用いた経路誘導の適用可能性について検討して
いる．公共交通におけるHP研究102),103) におけるリン
ク aの運行頻度 fa は，道路リンク aにおける潜在的最
大遅れ時間 (potential maximum delay) da として解釈
することができる．LET基準等の想定と異なり，旅行
時間は不確実に変動するもののその確率分布は予め定
められていない．必要な情報は，各リンクに固有の統
計的最大遅れ時間と最小旅行時間のみである．これは
「経路Aの旅行時間は統計的に 10分 ∼15分である」と
言った形で表現される，ドライバーの認知負荷も小さ
いと考えられる．

HPを用いた経路誘導方法の利点として，旅行時間不
確実性を単純かつ自然な形で導入するため計算負荷が
比較的小さく，大規模なネットワークにおいても適用
可能な点が挙げられる．このモデルによる行動基準に
に従うドライバーは，「経路としての最大遅れ時間を最
小化する」ような経路群の中から経路選択を行うこと
から，本モデルはリスク回避性向を持っている．すな
わち，経路誘導の文脈においては，HPは，不確実性の
下で旅行時間が最短となりうる経路 “群”を指すことと
なる．

Bell101)は，Dijkstra法のヒューリスティック開放で
ある A*アルゴリズム104) を参考に SFアルゴリズムを
改良した Hyperstarアルゴリズムを提案し，HPを求
めている．以下では，代表的な HP生成アルゴリズム
について概説する．

7.4 既存のHyperpathアルゴリズム
(1) 変数の定義と定式化
A: リンク集合
I: ノード集合
H: Hyperpathリンク集合
A+i : ノード iを起点とするリンク部分集合
A−i : ノード iを終点とするリンク部分集合
da: リンク aにおける最大遅れ時間
fa:リンク aの運行頻度 fi: ノード iを起点とするリンク
部分集合の運行頻度 pa: リンク aが利用される確率
ca: 遅れがない場合のリンク aの旅行時間 ui: ノード i
から sへの最大遅れを最小化する経路旅行時間
wi: ノード iにおいて晒される最大遅れ
hi: ノード iにおける rに対するポテンシャル
yi: ノード iの頻度

N: 十分に大きな数（設定値）
r: 起点ノード
s: 終点ノード
このとき，「最大遅れ時間が最小となる (Minimizing

the maximum exposure to delay)」ような経路選定基
準は以下のように定式化される．

minp.w

∑

a∈A
capa +

∑

i∈I
wi (24)

Subject to
∑

a∈A+i

pa −
∑

a∈A−i

pa = !i i ∈ I (25)

pada ≤ wi a ∈ A+i , i ∈ I (26)

pa ≥ 0 a ∈ A (27)

本モデルでは，道路上の時間遅れはリンクではなくノー
ド固有のものとして表現される．したがって，この問題
は自由流時間にリンク利用確率を掛けたものにノード
における最大遅れを足しあわせたものを評価指標とし，
これを最小化することを目的としている（式 (24))．そ
の際の制約として，起点ノード rと終点ノード s以外で
はノード iを起点・終点とするリンク集合の選択確率が
等しいこと（式 (25))，ノード iにおける最大遅れ wiは
そのノードを起点とするリンク aの期待遅れ時間以上
（リンクが 1つの時は等式）であること（式 (26))，リン
ク選択確率が非負であること（式 (27))が考慮される．
(2) 静的なHyperpath探索アルゴリズム

Bell101)では，計算の効率化のため，出発ノードを基
準 (hr = 0)としたノードポテンシャルを以下のように
導入している．

c′a = ca + hi − hj ∀a = (i, j) ∈ A

探索は終点ノードから出発ノードへ（高ポテンシャル
から低ポテンシャルへ）行なう．このとき，ノード jか
らの期待旅行時間は，

u′i = ui + hi − hs ∀ j ∈ I

のようになる．また，このポテンシャルは以下の前提
条件（ノードポテンシャルの最適性条件105)）を満たさ
なければならない．

hj ≤ hi + ca ∀a = (i, j) ∈ A (28)

Bell101) では，格子ネットワーク上の辺長 (Manhattan
Distance)をポテンシャルとみなした次の “Hyperstar”
アルゴリズムを提案している．
0. 初期化
ui ←∞, i ∈ I − {s},us ← 0;
fa ← 1/da if da > 0, otherwise fa ← N;
fi ← 0, i ∈ I;
yi ← 0, i ∈ I − {r}, yr ← 1;
L← A;
H← Ø.
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1. リンク aの選択
Find a = (i, j) ∈ L with minimum hi + uj + ca;
L← L − {a}

2. ノード iの更新
if ui ≥ uj + ca

if ui = ∞ and fi = 0, then β∞1
else β← fiui

ui ← (β + fa(uj + ca))/( fi + fa);
fi ← fi + fa;

H← H + a;
if L = Ø or hi + uj + ca > ur, then go to Step 3
else go to Step 1
（終了判定）
3. ローディング
∀a ∈ Aについて hi + uj + ca の降順で，
if a ∈ H then pa ← ( fa/ fi)yi and yj ← yj + pa

else pa ← 0.

全てのリンクの最大遅れ da が 0のとき，Hyperstar
アルゴリズムは自由流旅行時間が最小の経路（通常の
最短経路）のみを生成する．これは自由流旅行時間を
リンクウェイトとおいた A*アルゴリズム104) と同様の
結果である．一般のHPでは，今あるリンクが全て最大
限遅れたときに自由流時間でそれより早く着く経路が
ないかという観点から経路群を形成する．よって，発
生する遅れがこの最大遅れの範囲内であれば，経路群
内のいずれかの経路が最短時間経路になる．
各リンクの選択確率は当該リンクの最大遅れ時間に

応じて決定される．仮にルートA：自由流 10分最大遅
れ 10分，ルート B：自由流 15分最大遅れ 10分とする
と，pa = (1/10)/(1/10+ 1/10) = 1/2となる．一方，A:
自由流 5分最大遅れ 15分，B:自由流 15分最大遅れ 5分
とすると，pa = (1/15)/(1/15 + 1/5) = 1/4となる．
すなわち，Hyperpathでは「旅行時間は長いが，大

きく遅れる確率が低いルート」の方が「旅行時間は短
いが，大きく遅れる確率が高いルート」よりもより高
い確率で推奨される．これに関しては，リスク回避傾
向を明示的に考慮した拡張モデルへと展開することで，
現実に則した柔軟な推奨を行うことが可能になる．

(3) 時間依存Hyperpath探索アルゴリズム

Bell et al. 106) では，各リンクの自由流時間と最大遅
れが離散化された時刻に依存して変化する状況におけ
るHyperstarアルゴリズム（Time-Dependent Hyper-
star）を提案している．Bell101) では，到着ノードから
HPリンクセットの探索を行なっていたが，そのような
Backward 型の探索ではノード r に到達した時点にお
ける到着ノード sの期待旅行時間を表現できなかった．
Bell et al. 106) では出発ノードから到着ノードへ向けて

の探索へとアルゴリズムの変更を行っており，以下の
ように表される（下線部が変更点）．

minp.w

∑

a∈A
paca(ui) +

∑

j∈I
wj

Subject to
∑

a∈A+j

pa −
∑

a∈A−j

pa = bj j ∈ I

pada(ui) ≤ wj ∀a ∈ A+j , j ∈ I

pa ≥ 0 a ∈ A

0. 初期化
ui ←∞, i ∈ I − {r},ur ←∞;
出発地 rを除く全てのノード iの期待旅行時間を

∞に設定
fa ← 1/da if da > 0, otherwize fa ← N;
リンク頻度をリンク最大遅れの逆数，または適当

に大きな数値に設定
fi ← 0, i ∈ I;
ノード頻度を全て 0に設定

yi ← 0, i ∈ I − {s}, ys ← 1;
目的地以外の全てのノード選択確率を 0に

L← A;
H← Ø.

1. リンク aの選択
Find a = (i, j) ∈ L with minimum hj + ui + ca(ui);

L← L − {a}.
出発点 rから出るリンクのうち，自由流時間が最

も小さいリンクを選択（2周目以降はノード jから sの
最大遅れ最小時間との和）
L← L − a

2. ノード iの更新
if uj ≥ ui + ca(ui)
if uj =∞ and fj = 0, then β← 1
else β← fjuj

uj← (β + 1
da(ui)

(ui + ca(ui))/( fj +
1

da(ui)
),

選択されたリンク aの起点ノードの ui を更新，
fj← fj +

1
da(ui)

H← H + {a};
if L = Ø or ui + ca(ui) > us, then go to Step 3
else Step 1
終了判定

3. ローディング
∀a ∈ Aについて hj + ui + ca(ui)の降順で，
if a ∈ H then pa← 1

f jda(ui) yj and yi← yi + pa

else pa ← 0.
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7.5 Hyperpathアルゴリズムの高速化
本研究では，大規模ネットワークにおけるHP探索を

想定して，Spiess and Florian103) アルゴリズムの高速
化手法を提案しており，従来アルゴリズムとの比較を通
じて，その優位性を示している．高速化は，(1)楽観的
ノードポテンシャル（optimistic node potentials），並
びに，(2)ノード有向探索（node-directed search）とい
う二つの異なる概念を導入することによって実現され
る．アルゴリズムの数理的基礎に関する詳細は，Ma107)

を参照されたい．これら二通りの高速化の方法は，単
独あるいは結合的に，従来の SFアルゴリズムあるいは
HDアルゴリズムに対して適用され，展開形として幾つ
かのバリエーションアルゴリズムが導かれる．表–15に
は，既存のアルゴリズム（太字）と新たに展開して開発
されたアルゴリズム（赤字）の一覧を示している．上
付き添字の “i” は楽観的ノードポテンシャルの導入を
表し，“d”はノード有向探索の導入を表す．
新アルゴリズムの有意性を示すため，Ma107) では以

下の三つの命題が提示され，その証明もなされている．

命題 1. 悲観的旅行時間（遅れが最大となる時間）は実
旅行時間の過大推計値であることから，ノードポテン
シャルとしての利用は適切ではない．一方，楽観的旅
行時間（自由旅行時間）は，実旅行時間の過少推計値
であり，ノードポテンシャルに必要な最適性条件（式
(28)）を満足する．

命題 2. 楽観的ノードポテンシャルは，実旅行時間の最
大推定値である．

命題 3. SFタイプのアルゴリズムではリンクの再チェッ
クプロセスは必要ない．一方，HDタイプのアルゴリズ
ムではリンクの再チェックが必須となる．

提案されたアルゴリズムの詳細についてはMa107)を
参照されたい．以降に示すように，本研究で提案する
アルゴリズムは従来の SF，HS，HD等の大幅なスピー
ドアップを達成することができる．

7.6 提案アルゴリズムのパフォーマンステスト
楽観的ノードポテンシャル及びノード有向探索の導

入は，算出されるHPに何の影響も与えない．従って，
表–15に示した 8つのアルゴリズムは全て同じ結果を算

表–15アルゴリズムのバラエティ
❳❳❳❳❳❳❳ベース

改良 ノードポテンシャル ノード
有向探索

両方
Manhattan
距離

楽観的
旅行時間

SF
(Spiess & Florian)

Hyperstar
(HS) SFi SFd SFdi

HD
(Hyperpath-Dijkstra) × HDi HDd HDdi

表–16旅行時間の設定

出する．そこで，比較において重要となるのはそれらの
計算速度の違いである．本節では，仮想的な交通ネッ
トワークを用いてこれら 8つの HP生成アルゴリズム
の速度比較を行う．比較においては，計算速度のみな
らず，探索の過程でチェックされているリンクの数に
も着目する．これは，チェックされるリンクの数が少
なければ少ないほど，計算速度の向上に寄与すると考
えられるためである．

(1) 楽観的ノードポテンシャル導入の効果
本研究では，Bell101)と同一の設定で提案する楽観的
ノードポテンシャル導入がリンクチェック作業の効率化
にどのように寄与するのかを検証した．Bell101) では，
Manhattan距離（格子状ネットワークにおける格子の
辺長）をノードポテンシャルとして採用し，8 × 8の仮
想的な格子状ネットワークを用いた検証を行なってい
る．また，各リンクの自由旅行時間を全て 1に統一し，
最大遅れ時間については，0 − 1 の間の一様乱数 Rに
よって生成することによって与えている，この Rに対
し，(1) 0×R，(2) 0.3R，(3) Rの三段階のネットワーク
混雑レベルを仮定して，モンテカルロシミュレーショ
ンによる検証を行なっている（図–30，表–16）．
図–30に示した起点 r，終点 sに対して iアルゴリズ
ムを適用した結果を図–31に示す．楽観的ノードポテン
シャルの導入により，探索されるリンクの数が劇的に

図–30検証用ネットワーク
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図–31 Hyperpath探索過程でチェックされたリンク数

減少していることが確認される．これは計算速度の向
上にも直結する．その影響は，混雑がない Scenario 1
の状況において最も顕著に現れているが，混雑が中程
度（Scenario 2），及び，激しい混雑の場合（Scenario
3）においても，探索リンク数は有意に少なくなってい
ることが分かる．
(2) 一般ネットワークにおける計算速度の比較
表–15に示した新たな 6つのアルゴリズムを例題ネッ

トワークに適用したところ，いずれの 6つのアルゴリ
ズムの計算速度とも，その差は無視できるほど非常に
小さいものであった（0 msから 2 ms程度）．そこで以
下では，ネットワークの規模を拡大・多様化して，提
案する 6つのアルゴリズムを適用し，それらのアルゴ
リズムの特徴を明らかにすることを試みる．ここでは，
図–32に示す四種のネットワーク（(a)50× 50格子ネッ
トワーク，(b)ランダム・スモール・ワールドネットワー
ク，(c) 米国全土の主要道路ネットワーク，(d)ニュー
ヨーク州内の主要道路ネットワーク）の比較検証を行っ
た（図中の m: リンク数，n: ノード数）．
リンク旅行時間については，(a)，(b)の仮想的な二つ

のネットワークに対しては，自由旅行時間は [0, 1]の一
様乱数によって生成すると共に，最大遅れについては，
[0, 0.25]の一様乱数によって生成することで与えた．一
方，実ネットワーク (c)，(d)については，自由旅行時
間を “リンク長 (m)/60(km/h)”によって定めると共に，
最大遅れについては，“R×リンク長 (m)/60(km/h)”に
よって与えることとした．
各ネットワークにおいて起終点ペアをランダムに 10

個生成し，ペアノード間の最小楽観的旅行時間によって
昇順に並べ替えることにより，検証用の起終点ペアを
生成した．その上で，各起終点ペアに対し旅行時間の
乱数を 3パターン作成し，その上でアルゴリズムの計算
時間の比較を行った．表–17に各ケースにおける計算時
間の平均値を 1000分の 1秒（millisecond: ms）単位で
示す．数は少ないがネットワークの混雑状況次第では，
SFi の実行時間が SFの実行時間よりも長くなるような
ケースも見られる．一方 HDi と HDd の比較，もしく
は SFiと SFdの比較より，ノード有向検索はアルゴリズ

ムのパフォーマンスを向上させる上でより重要な役割
を果たしていることが明らかになっている．また実際
には，これらの二つの方法が一緒に実装されることに
より提案されている中で最も早い計算速度が達成され
ることが分かる．(a)グリッド，(b)スモール・ワールド
では，HDdi は全体的に最速な結果をもたらしている．
一方 (c)米国と (d)ニューヨーク州では，SFdi と HDdi

が類似した結果となっていることが確認される．
以上の考察より，SFdi及びHDdi，すなわち楽観的ノー
ドポテンシャルとノード有向探索を併用した手法が最も
パフォーマンス的に優れていることがわかる．さらに
アルゴリズムの構造から判断すると，SFdiよりもHDdi

のパフォーマンスの方が，特にネットワークのリンク数
がノード数よりも相対的に多い場合には優れてくるは
ことが期待される108)．それぞれのネットワーク構造の
平均次数を計算すると (a)3.92，(b)4.00，(c)2.60となっ
ており，SFdiとHDdiの計算速度の違いは，この次数の
相違によってもある程度明らかになっている．
(3) SFdi アルゴリズムとHDdi アルゴリズムの比較
図–33に SFdi及びHDdiの各アルゴリズムのさらに詳
しい比較結果を示す．これらの図において，横軸はラ
ンダムに生成された起終点ペアを最短距離の順番で昇
順に並べたものである．また，縦軸は計算時間（単位：
ms）の対数軸である．多くの場合においてこれら 2つ
のアルゴリズムはほぼ同様の傾向を示していることが
分かる．但し，グリッドネットワーク並びにスモール
ワールドネットワークにおいては，SFdiの方が若干計算
速度が遅くなっている．また，スモールワールドネッ
トワークにおける幾つかのケースでは，SFdi の計算速
度が HDdi のそれをはるかに卓越していることが分か
る．その理由として，スモールワールドネットワーク
に固有のクリーク（clique）の存在が考えられる．これ
らのケースを精査したところ，生成された最小費用HP
の中に多くのリンクが結合しているハブ的役割を果た
すノードが含まれていることが確認された．すなわち，
ハブ型のネットワークにおいては，SFdi の計算効率性
が場合によっては低下する可能性が示唆される．
さらに，SFdiとHDdiの違いを精査するために，New

York州道路ネットワークを対象として比較分析を行っ
た．この分析では，100 個の起終点ペアをランダムに
生成し，起終点間距離によって昇順に並べ替えている．
その上で各起終点ペアに対し 10回ずつシミュレーショ
ンを行った．その結果を表–17及び図–34に示す．図–
34より，概して SFdi の方がHDdi よりも計算効率性が
高いことが見て取れる．両アルゴリズムは，旅行時間
の不確実性が存在しないネットワーク（図–34 (a))，あ
るいは，起終点間距離が近い状況では性能的に拮抗して
いるものの，旅行時間の不確実性が増したり (図–34 (b),
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図–32検証用ネットワーク

表–17平均計算時間の比較（単位：ms）
アルゴ
リズム

(a)Grid (b)Small world (c)U.S.
0 1R 2R 5R 0 1R 2R 5R 0 1R 2R 5R

HD 373 312 311 311 396 342 334 335 444 434 434 438
HDi 40 105 145 190 34 49 69 113 42 193 242 310
HDd 61 61 61 62 96 90 85 82 69 74 73 74
HDdi 23 30 36 49 23 25 27 33 19 31 37 47

SF 7335 8200 8381 8383 9620 10418 10393 10574 6400 6474 6475 6468
SFi 191 3618 6148 8673 107 927 1952 4415 226 4366 5381 6965
SFd 102 88 85 82 555 533 492 500 46 44 44 46
SFdi 24 37 52 72 23 28 38 84 20 31 31 41
アルゴ
リズム

(d)New York State
0 1R 2R 5R

HDdi 158 554 712 995
SFdi 155 381 403 424

(c), (d))，起終点間距離が長くなるに従って，両者の違い
が明確に現れてくることが確認される．以上より，SFdi

とHDdiのどちらが計算効率性が良いかは，主にネット
ワークの位相構造に依存していることが推察される．但
し，今回検証したケースの限りでは，HDdiよりも SFdi

の方が計算効率性に優れていることが確認された．

7.7 他の経路誘導アルゴリズムとの比較
(1) 検証用ネットワークと旅行時間変動の設定
本節では，HPアルゴリズムによる経路誘導と他の代

表的な経路誘導との比較分析を行う．この目的は，カー
ナビゲーションシステム等において利用されている標
準的な経路誘導方式と比較して HPによる経路誘導ア
ルゴリズムがどのような場面で有意性を発揮しうるの
かを明らかにすることにある．商用のナビゲーション
には多様な経路誘導機能が実装されているが，基本的
考え方は「車両が移動する毎に，各 Decision Nodeに
おける最新の交通情報に基いて，逐次的に静的な最短

経路探索を目的地まで繰り返す」というものである．
そこで，旅行時間が不確実に変動する交通ネットワー
クでモンテカルロシミュレーションを実施し，以下に示
す 4つの経路探索アルゴリズムの性能比較分析を行う．
• 確定的最短経路探索109)：SP
• 確定的・時間依存型・最短経路探索110)：TDSP
• 静的Hyperpath探索101),107)：HP
• 時間依存型Hyperpath探索106)：TDHP

HPの設定状況，すなわち「道路リンクには自由旅行
時間と最大遅れ時間という，二種類の旅行時間特性が
含まれている」において通常の最短経路探索を行うに
あたり，リンクウェイトをあらかじめ一意に定める必
要がある．本研究では自由旅行時間（最小旅行時間）に
基く楽観的（Optimistic）な基準と，最大遅れ時間（最
大旅行時間）に基づく悲観的（Pessimistic）な基準をさ
らに細分化してから最短経路探索を実施する．表–18に
検討する 6つの経路探索アルゴリズムを列挙する．
本分析では，Bell101) と同様に 8 × 8のグリッドネッ
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図–33 SFdi アルゴリズムとHDdi アルゴリズムの計算速度の比較（grid・small world・U.S.の各ネットワーク）

図–34 SFdiアルゴリズムとHDdiアルゴリズムの計算速
度の比較（New York州の道路ネットワーク）

トワーク（図–30）を用いる．その際，旅行時間変動の
出発時刻依存性を考慮するため，時間帯に応じて旅行
時間の変動が異なるように設定した（表–19）．
(2) 検証結果 1：全体テスト∼ネットワーク全体の評価
まず，ドライバーが 1日を 30分ずつに区切った 48の

時間帯の中からランダムに自身の出発時刻を決定した
と想定し，各ドライバーの起終点もランダムに生成し

表–18実装された経路探索アルゴリズム

アルゴリズム名 略記 データ構造
Hyperpath HP Fibonacci heap
Time-dependent hyperpath TDHP unsorted list
Optimistic time-dependent

shortest path TDSP Opt Fibonacci heapPessimistic time-dependent
shortest path TDSP Pes

Optimistic shortest path SP Opt Fibonacci heapPessimistic shortest path SP Pes

て各経路誘導アルゴリズムに従って経路を走行する状
況をシミュレートした．シミュレーションは各経路誘
導アルゴリズムに対し 100万回ずつ試行し，各ドライ
バーが実際に要した旅行時間 tsim とトリップ開始前に
想定されていた予定旅行時間 tprior との差を評価する．
図–35 (a)には各経路誘導アルゴリズムにおける時間差
(|tprior − tsim|)の経験分布，図–35 (b)には旅行時間の相
対比 (tprior/tsim)の経験分布を示している．
図–35より，最短経路基準によるアルゴリズム

（SP Opt，SP Pes, TDSP Opt, TDSP Pes）は，実旅行時
間との乖離が小さい経路をより多く算出していること
が確認される．しかし図–35を概観する限り，HPベー
スのアルゴリズム（HP，TDHP）との経験分布の違い
は明確には表れていない．そこで，図–35 (b)を拡大し
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表–19時間帯別の旅行時間変動設定

時刻 (秒：深夜 0) 分類 旅行時間乱数生成原理 最大値 最小値 平均値
0 - 14440 late night t + Rt,R ∈ [0, 0.2] t 1.2t 1.1t

14440 - 21600 early morning t + Rt,R ∈ [0.2, 0.4] 1.2t 1.4t 1.3t
25200 - 32400 morning peak 1.2t + Rt,R ∈ [0.8, 5.0] 2.0t 6.2t 3.6t
64800 - 75600 afternoon peak 1.2t + Rt,R ∈ [0.6, 3.0] 1.8t 4.2t 3.0t

others off-peak 1.1t + Rt,R ∈ [0.4, 0.6] 1.5t 1.7t 1.6t
（注）1t = 900秒，R：各レンジにおける一様乱数．

表–20全体テスト：時間差 (|tprior − tsim|)の基本統計量

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 mean std.
HP 0 0 45.7 81.6 121.8 170.7 235.4 350.8 1534.8 17576.3 508.58 1196.52

TDHP 0 0 45.4 81.2 121.1 169.7 234.9 348.7 1534.3 16146.2 508.86 1200.18
TDSP Opt 0 0 0 38.2 98.1 157.3 229.6 347.3 1302.1 23645.0 508.46 1347.24
TDSP Pes 0 0 0 38.2 98.1 157.3 229.6 347.3 1302.1 23645.0 508.46 1347.24

SP Opt 0 0 0 38.6 98.4 157.5 229.5 346.9 1306.6 24694.2 509.19 1347.47
SP Pes 0 0 0 38.6 98.4 157.5 229.5 346.9 1306.6 24694.2 509.19 1347.46

（注）数値はパーセンタイル値を指す．

た図–36より，最短経路基準のアルゴリズムの経験分布
の方が HPベースのアルゴリズムの経験分布よりも右
裾が長くなっていることが明確に確認される．すなわ
ち，最短経路基準のアルゴリズムでは，実旅行時間と予
定旅行時間との乖離が非常に大きくなる場合が起こり
やすいことが示唆される．一方 HPベースの経路誘導
アルゴリズムでは経験分布の右裾は相対的に短い．す
なわちHPベースの経路誘導は，大きな遅れへの遭遇を
極力回避する方法であることが確認される．これは各
経験分布の統計値を示した表–20からも明らかである．
(3) 検証結果 2：個別テスト∼旅行時間の日変動の影響
次に，図–??中のノード 1を起点，ノード 64を終点

とし，各経路誘導アルゴリズムに対して 1万回，10万
回，100万回の三段階でシミュレーションを試行した．
その結果を図–37に示す．HPに基づく経路誘導（HP，
TDHP）に従う車の旅行時間変動は，最短経路基準のア
ルゴリズム（SP Opt，SP Pes, TDSP Opt, TDSP Pes）
に従う車の旅行時間変動よりも有意に小さくなってい
ることが確認される．すなわち，混雑等によって旅行
時間の不確実性が大きいネットワークを日々通勤など
で移動するドライバーにとって，HP に基づく経路誘
導は，旅行時間の定時性を高められる可能性が示唆さ
れる．
さらに，ピーク時間帯の分析と起終点は同じ設定の

もと，車両の出発時刻を深夜 0時に固定することによ
り，オフピーク時間帯におけるシミュレーションを実
施した（試行回数 1万回）．旅行時間分布を図–38に示
す．オフピーク時でもピーク時と同様に，HPに基づく
経路誘導は旅行時間の定時性を高めることができる可
能性があることが確認される．

7.8 おわりに
本章では，HPに基づくリスク回避型動的経路誘導の

基礎理論の構築，並びに，提案するアルゴリズムの妥

当性・有用性のシミュレーションによる検証を行った．
まず，既存の HPモデルのさらなる高速化を実現可能
な，新たな HP生成アルゴリズムを開発した．そのア
ルゴリズムは，(1)楽観的ノードポテンシャルの導入，
(2)ノード有効探索の実施，というそれぞれ独立した 2
つの経路探索基準を新たに導入することによって達成
された．それらの方法の妥当性を数理的に証明した上
で，最小費用 HP基準に基づく経路群生成の基本特性
について様々な状況下でシミュレーション的な検討を
行った．多様なネットワーク構造，及び，多様な不確
実性の状況のもとでの検証結果より，上記 2つの経路
探索基準を既存の SFアルゴリズムに導入した SFdi ア
ルゴリズムのパフォーマンス全体的に優れていること
が確認された．
次に，HPに基づく経路推奨基準と，他の標準的な経
路推奨基準との比較検討をシミュレーション分析によ
り実施した．モンテカルロシミュレーションの結果よ
り，HPによる経路誘導アルゴリズムの方が最短経路基
準のアルゴリズムよりも，標準偏差等の旅行時間信頼性
の観点のみならず，微量ながら平均旅行時間の観点から
も優れていることが確認された．また，混雑等によっ
て旅行時間の不確実性が大きいネットワークを日々通
勤などで移動するような局面において，HPに基づく経
路誘導が旅行時間の定時性を高めることができる可能
性があることが示唆された．
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(a)時間差 (|tprior − tsim|) の経験分布

(b)時間比 (|tprior/tsim|) の経験分布

図–35各経路誘導アルゴリズムによって算出された旅行時間と実際の旅行時間との乖離

図–36旅行時間と実際の旅行時間との乖離の拡大図
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(a)シミュレーション回数 1 万

(b)シミュレーション回数 10 万

(c)シミュレーション回数 100 万

図–37固定起終点に対する旅行時間分布（ピーク時）

図–38固定起終点に対する旅行時間分布 (オフピーク時)
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第 8章 Hyperpath に基づく遅刻リ
スク回避型経路誘導システム
の開発と検証

8.1 はじめに
本章では，実道路ネットワークに適用可能なHyper-

path (HP) に基づく遅刻リスク回避型経路誘導システ
ムを構築する．次に，公道上での走行実験を通じて，シ
ステムの旅行時間信頼性に対する効果を検証する．

HPに基づく経路誘導アルゴリズムに関しては，Bell
et al. 106) を参考に時刻依存型の最適 HP推奨アルゴリ
ズムを構築する．システム化にあたっては，関東圏に
おける道路ネットワークデータと統計的旅行時間デー
タを用いることで，実道路ネットワークでの適用を可
能にする．さらに，開発した経路誘導アプリを用いて
走行実験を行う．走行実験は，二つの異なる経路誘導
方式 (HPまたは Shortest path: SP)にそれぞれ従う経
路誘導の比較を様々な条件下で行い，得られたデータ
から，HPに基づく経路誘導が従来型の SPに比べて時
間信頼性の高い経路誘導となるかどうかを検証する．

8.2 経路誘導システムの構築
(1) 全体像
経路誘導システムの全体像を図–39に示す．経路探索

に使用するDatabaseは 2種類で，GISデータベースに
DRM2403，交通情報データベースにホンダインターナ
ビのホンダプローブデータを用いている．ドライバー
は，クライアントアプリ上で起点・終点・出発時間を設
定する．その情報が Android 端末から Amazon EC2
上の仮想サーバーに送られることで，HPに基づく経群
路が計算され，その計算結果がアプリ上に表示される．
ドライバーはこのアプリ上でのルート案内に従い，経
路選択を繰り返しながら目的地まで走行を行う．
(2) Hyperpathに基づく経路誘導アルゴリズム

HP探索は Bell et al. 106) の Time-dependent Hyper-
ster algorithmに，さらにMa107)による Faster hyper-
path generating algorithmを適用して計算の高速化を
図っている．各リンクの旅行時間はプローブデータから
15分間隔で集計し (0:00-0:15, 0:15-0:30,..., 23:45-0:00)，
それぞれの統計値を用いて経路を計算する．
(3) 実道路ネットワークのデータ設定
本システムではDigital Road Map (DRM)平成 24年

度版「DRM2403」を GISデータベースとして用いる．
DRM における道路網は固有の番号が設定されている
ノードとリンクの組合せにより表現される．適用範囲
は関東圏を全域をカバーしており，この範囲に含まれ
るリンクレコード数は 460,098となっている．

Database

GIS !"#$"%!DRM2403

&'()!"#$"%!*+,-."/!"#

Heavy computing units (Amazon EC2)

Gragh012
௔ܥ ݐ , ݀௔ ݐ , ݈௔

3%456789
Hyperpath012

Light computing units!Andoid eg. Nexus"

Sakura Rental Server

:;89<=>?"@AB

CDEFDGHIJKL

89MNOPQRSTUVWXYZ

Google Maps
Google APIs

@3[-F\YZ.]0^_

Driver

図–39遅刻リスク回避型経路誘導システムの全体像

表–21道路幅員コードと自由流速度
道路幅員 自由流速度

1. 13.0m以上 50km/h
2. 5.5m∼13.0m 40km/h
3. 3.0m∼5.5m 30km/h
4. 3.0m以下 20km/h

HPの計算に必要な統計的リンク旅行時間は，ホンダ
インターナビの 2013年 9月 ∼2014年 2月の六ヶ月間
のデータより構築する．このデータは DRMの基準に
準じたリンク単位にあらかじめ分割された旅行時間と
して記録されている．15分毎の時間間隔に分け，進入
時間毎に集計を行う．走行実験は平日のみの走行を考
えているため，休日，祝日，年末年始，台風や大雪によ
る積雪などの日の走行データは予め除外した．

HP の計算に用いる最小旅行時間の値は集計された
15分毎のリンク旅行時間の 5パーセンタイルを値を仮
定し，最大遅れ時間は，リンク旅行時間の 95パーセン
タイルと 5パーセンタイルの差の値を仮定している，し
かし，全てのリンクでデータが記録できているわけで
はなく，交通量の少ない深夜の時間や山地などの郊外
の道路では記録が無いものもある．リンクカバー率は
92.6%，15分毎に集計されたデータレコードのカバー
率は 65.0%である．そこで，データを与えるためのリ
ンクの属性値に DRM リンクデータに含まれる道路幅
員コードを用い，それに対応する自由流速度を設定し，
リンク旅行時間データの無いレコードに対して与える
こととする（表–21）．このようなリンクにおける最大
遅れ時間は 0と仮定する．
(4) 経路誘導アプリケーション
経路誘導システムをタブレット端末上で操作し，経路
案内を行うためのAndroid Apps “HyperNav”を開発
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図–40 HyperNav上の経路探索結果画面 (左)と経路案
内中画面 (右)

した．本アプリでは，地図上での起終点の指定と出発時
間を設定することで経路探索が行われる．図–40左に実
際に計算された HPのスナップショットを示す．経路
の色はリンクの選択確率 (pa)を表している．また，画
面左下には悲観的到着時刻 (us)（最長の遅れが生じたと
してもこの時間までには到着することができると考え
られる時刻）が示されている．経路探索は HPに基づ
く経路誘導と SPに基づく経路誘導の両方が実行可能で
ある．経路案内中は，走行中のログデータが保存され，
1∼3秒毎に取得されたGPSデータより実旅行時間や実
走行経路を確認することができる．図–40右には走行中
のユーザーインターファイスを示している．HPは経路
分岐点においての案内が特殊で，分岐ノードにおいて
進行可能な方向に対して，画面上部のいくつかの案内
板で進行可能方向が指示される．

8.3 実道路ネットワークでの走行実験
(1) 実験概要
走行実験はで，HPに従う車両と SPに従う車両が同

時に出発し，目的地までの実旅行時間と実経路等を記
録する．HP車両と SP車両の違いは経路探索の方式の
みであり，同じ旅行データベースとアプリ表示画面に
基づいている．

HPと SPの経路計算に用いるリンク旅行時間はリン
クのパーセンタイル値を用いる．HPでは，リンクの最
小旅行時間に 5%タイル値，最大遅れ時間に 95%タイル
値と 5%タイル値の差を用いる．一方，SPのリンク旅
行時間データには，リンクの中央値（50%タイル値）を
採用している．平均値ではなく中央値を採用した理由
は，旅行時間の分布は右の裾が厚く，左に偏った分布で
あるため，平均値を用いると，大きい値に引きずられ
たリンク旅行時間で計算されてしまうためである．特

図–41出発地と目的地の位置関係（Open Street Map）

図–42 HPと SPの経路探索結果（7時 30分出発）

に，今回扱うデータは時間帯別に分けて集計しており，
サンプル数が少ないものが多数のために，その傾向が
強まると考えられる．
走行実験は 2014年 12月 8日 ∼12日，15日 ∼19日の
平日 10日間で行った．平日に実験を実施したのは，通
勤退勤ラッシュ時のような混雑が見られる時間とそう
でない時間帯においての効果の違いを検証するためで
ある．トリップの起終点は，目黒区緑が丘付近と世田
谷区桜ヶ丘付近の往路・復路で設定した．起点終点間
の直線距離は約 8kmである．図–41は起終点の位置を
Open Street Map上で示しており，起終点は赤丸で示
されている．黒の直線は DRMのデータベースに含ま
れる道路リンクを示しており，このリンクで経路探索
が行われる．以下では，緑が丘から桜ヶ丘に向かうト
リップを “Trip A”，桜ヶ丘から緑が丘に向かうトリッ
プを “Trip B”と称する．表–22に，実際の実験時のト
リップ毎の出発時間を示す．
図–42はHPと SPにおける実際の経路計算結果の例
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表–22実験時のトリップ毎の出発時間
Trip 出発時間

朝 A 7:30
B 8:05
A 8:40
B 9:10

昼 A 13:00
B 13:30

夕 A 17:00
B 17:30
A 18:00
B 18:30

表–23実旅行時間の基本統計量
基本統計量 Trip A Trip B
(単位：分) HP SP HP SP
平均 23.07 23.94 21.82 22.89
標準誤差 0.47 0.61 0.43 0.78
中央値 22.68 23.45 21.45 23.00
標準偏差 3.11 4.01 2.72 5.02
分散 9.67 16.11 7.42 25.21
尖度 1.23 0.03 1.25 2.60
歪度 0.75 0.61 0.69 1.21
範囲 15.85 17.23 14.25 24.25
最小 17.00 16.97 16.05 16.00
最大 32.85 34.20 30.30 40.25
標本数 43 43 41 41

を示している．これらの経路計算結果を見ると，HPは
交通量が比較的少ない道路が推奨されており，SPは環
状七号線のような交通量が比較的多い道路が推奨され
ていることがわかる．
以降では，次の三仮説 H1 ∼ H3 について検証する．

H1: HPと SPの実旅行時間の変動を比べると，HPの
変動の方が小さい．

H2: 混雑時間帯では，H1 の効果がより大きくなる．
H3: HPの推奨経路群が多いほど H1 の効果は大きい．
(2) 走行実験の結果
走行実験から得られた実旅行時間データ数は 168件

(Trip A: 86，Trip B: 82)である．実旅行時間の基本統計
量を表–23に示す．HPと SPの平均や標準偏差は Trip
A・B共にHPが小さい結果になっている．これより，
HPは SPよりも旅行時間が短く，ばらつきも小さくなる
経路誘導方式であることが示唆される．また，図–43と
図–44に実旅行時間の経験分布を示す．Trip A・B共に，
HPに従う分布の方がばらつきが小さいことが確認でき
る．HPのばらつきは小さいものの，パーセンタイル値
0%∼30%の付近では旅行時間は HPの方が大きくなっ
ていることがわかる．例えば，Trip Bにおいて 20分以
内に目的地に到着する確率は，HPで 25%，SPで 33%と
なっている．一方，25分以内に目的地に到着する確率
は，HPで 92%，SPで 76%となっている．
(3) 旅行時間変動の差の検定
まず H1 について，HPと SPそれぞれの経路誘導の

実旅行時間のばらつきに有意に違いがあるかを検定す
る．帰無仮説を「2群間の分散に差がない (等分散であ
る)」と仮定し，対立仮説を「2群間の分散に差がある
(等分散でない)」とした F検定の結果を表–24に示す．
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図–43実旅行時間の経験分布 (Trip A)
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図–44実旅行時間の経験分布 (Trip B)

表–24 HP–SP間での旅行時間の分散の差の F検定検定

Trip A Trip B
観測数 43 41
自由度 42 40
分散比 1.67 3.40

P(F <= f ) 0.05 0.00
F境界値 (5%) 1.67 1.69
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図–45分位点回帰分析の推定結果

これより，両 Tripにおいて有意水準 5%で帰無仮説が
棄却され，HPと SPの実旅行時間のばらつきには有意
な差が生じていることが確認された．

(4) 旅行時間変動の分位点回帰
次に，H2とH3について，外的な規定要因を考慮した
実旅行時間分布に対する HPの効果の検証を行う．分
析では，より詳細な説明変数と被説明変数の関係を得
る必要があるため，分位点（パーセンタイル値）を規定
する要因を探る統計モデルである分位点回帰 (Quantile
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表–25分位点回帰分析の詳細推定結果

10% tile 15% tile 20% tile 25% tile 30% tile 35% tile
(Intercept) 16.99 ** 18.40 ** 18.85 ** 19.51 ** 19.82 ** 20.09 **
HP 0.72 0.03 -0.37 -0.20 -0.30 -0.87
delay idx 0.45 0.35 0.46 * 0.35 0.32 0.47
dep time -0.70 -2.02 * -1.66 -2.12 ** -2.41 ** -2.25 **
rail 1.17 2.19 ** 1.90 * 1.70 ** 2.13 ** 2.13 **

40% tile 45% tile 50% tile 55% tile 60% tile 65% tile
(Intercept) 21.04 ** 20.71 ** 21.79 ** 22.71 ** 22.43 ** 22.75 **
HP -0.92 -0.56 -0.66 -0.95 -1.02 -0.82
delay idx 0.32 0.50 0.31 0.23 0.43 0.40
dep time -3.05 ** -2.31 * -2.77 ** -3.61 ** -3.51 ** -3.80 **
rail 2.52 ** 2.25 ** 2.07 ** 2.63 ** 2.95 ** 2.75 **

70% tile 75% tile 80% tile 85% tile 90% tile
(Intercept) 23.19 ** 22.94 ** 22.99 ** 24.06 ** 23.96 **
HP -1.92 ** -1.97 ** -1.97 ** -2.39 ** -2.17
delay idx 0.66 * 0.91 ** 0.98 ** 0.92 ** 1.07
dep time -2.25 * -2.28 * -2.00 -1.71 -1.40
rail 2.31 ** 2.53 ** 2.56 ** 2.12 ** 2.31

”**”と ”*”は有意水準 5%と 10%を示す

Regression)を適用する．分位点回帰とは，ある従属変
数の条件付きタイル値を推定する方法であり，異なる
分位点に対する説明変数の影響度の相違を分析するこ
とが可能である111)．
被説明変数は実旅行時間 (travel timeα) の幾つかの

分位点とする（αは分位点）．説明変数にHPダミー変
数 (HP)，統計的な起終点間の遅れ指標 (delay idx)，出
発時間ダミー (dep time)，線路通過ダミー (rail) を用
いて，分位点毎のパラメータを推定する．HPダミー変
数は，HPに基づく経路誘導で走行したデータ示す変数
である．遅れ指標 (delay idx)は，出発時間毎における
悲観的旅行時間と期待旅行時間の差をとった上で標準
化した値であり，時間帯毎の起点から終点までの旅行
時間の不確実性を表現している．この遅れ指標が大き
いときほど旅行時間の不確実性が大きくなることが期
待される．出発時間ダミー (dep time)は期待旅行時間
が一番短いと期待される 18:30に出発したデータのダ
ミー変数である．これらの説明変数を含むモデル式を
以下に示す（uα は誤差項を表す）：

travel timeα = β0α + β1α[HP] + β2α[delay idx]

+β3α[dep time] + β4α[rail] + uα (29)

分位点回帰モデルの分位点毎の推定結果を表–25に示
し，パラメータの値を図示化したものを図–45に示す．
定数項 (Intercept)はどの分位点においても有意な値で
推定されており，推定値はおよそ旅行時間と同様の値
で右肩上がりになっていることがわかる．次に，HPダ
ミーの推定値は分位点が 70%から 85%の時にマイナス
の値で有意に作用していることがわかる．また，分位点
が大きくなるにつれてマイナスの値が大きくなってい
る．これらより，HPに基づく経路誘導に従うことで，
旅行時間のばらつきを抑えられることが示唆される．ま
た，推定値は有意ではないが，HPダミーの推定値は，
分位点が小さくなるにつれて値が上昇し，15%タイル

値でプラスに転じている．すなわち，HPに基づく経路
誘導に従うことで基本的には旅行時間を減少させるこ
とができるが，旅行時間が極端に短くなる確率は減少
することが示唆される．次に，遅れ指標 (delay idx)に
ついて，この説明変数も HPダミー変数同様に 70%か
ら 85%において有意な結果になっている．また，推定
値はプラスで 70%から 85%にかけて右肩上がりに値が
上昇している．つまり，遅れが見込まれる時間帯にお
いては旅行時間を上昇させ，また，ばらつきも大きくな
ることが考えられ，これは仮説通りの結果が得られた
といえる．次に，出発時間ダミー (dep time)に関して，
こちらは 25%から 75%までの間で特に推定値が有意に
マイナスの値を取っていることがわかる．時間帯とし
ては一番混雑が少ない時間をダミー変数として導入し
ているので妥当な結果が得られたと考えられる．最後
に線路通過ダミー変数 (rail)についてはほとんどの分位
点で有意にプラスの値であり，線路を通過する経路は，
旅行時間を増加させることが示唆されている．

8.4 おわりに
本章では，実道路ネットワーク上で実行可能なHPに
基づく経路誘導システムの構築を行い，走行実験を通じ
て，HPに基づく遅刻リスク回避型経路誘導が実際に旅
行時間信頼性を向上させるかどうかを検証した．シス
テム構築では，Time-depandentな遅刻リスク回避型経
路誘導を実装し，プローブデータより構築したリンク
旅行時間データベースを適用した上で，実際にカーナ
ビとして使用するためのAndroidアプリの開発を行っ
た．開発したアプリを用いた走行実験より，HPに基づ
く経路誘導の旅行時間の平均値と分散が SPに基づく経
路誘導と比較して小さい値をとっていることが確認で
きた．さらに，HPに基づく経路誘導に従うことで，旅
行時間のばらつきを抑えられることや旅行時間が極端
に短くなる確率は減少することが確認された．
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第 9章 リスク回避型経路誘導の社会
的普及がネットワーク交通流
に及ぼす影響

9.1 はじめに
本章では，Hyperpath (HP) に基づく遅刻リスク回

避型経路誘導方式にしたがうドライバーが徐々に増え
ていく近未来の道路交通を念頭に，HPの普及がネット
ワークフローに及ぼす影響を評価することを目的とす
る．交通流シミュレーションによって，まず，交通条
件 (交通量，ネットワークサイズ，HP利用率など)を変
化させたときにネットワーク全体のパフォーマンス指
標 (平均旅行時間，旅行時間変動)がどのように変化す
るのかを明らかにする．次に，首都圏の一般道ネット
ワークを対象に，HPの普及がネットワークフローに及
ぼす影響を試算する．

9.2 交通シミュレータの概要
本研究では，ベルリン工科大学及びスイス連邦工科

大学チューリッヒ校の研究者によって開発された，大
規模交通シミュレータMATSimを利用する．MATSim
はエージェントベースであるため，個々人の行動を観
測するのに適している．各エージェントは一日の行動
計画を持っており，一日単位の繰り返し計算が行われ
る中で前日の交通状況を基に次の日の経路，出発時刻，
活動時間等を変更することができる．
シミュレーションの流れは図–46のようになる．ネッ

トワークと OD需要データベースを基に，主要なイン
プットデータである network.xml，plans.xml を作成
する．network.xmlはネットワークの形状や各リンク
の属性（交通容量等）を持っている．plans.xmlは，各
エージェントの一日の行動計画（出発点，目的地群の
座標，出発時刻，到着時刻，経路等）を含んでいる．イ
ンプットデータを用いてNetwork Loadingが行われ，
各時間帯の旅行時間情報などが蓄積される．この蓄積
情報に基づいて各エージェントの行動計画の事後評価
が行われ，新たな行動計画が各エージェントの選択肢
に追加される．各エージェントは複数の行動計画の中
からルールに従って翌日の行動計画を決定し，これが
新しい plansとして翌日のNetwork Loadingに利用さ
れる．繰り返し計算は予め設定した日数分行われ，各
日の events.xml等のアウトプットファイルを出力する
ことができる．events.xmlは，各エージェントが実際
に走行した経路や経験したリンク旅行時間等の情報を
含んでおり，詳細な分析に利用することができる．ま
た，events.xmlファイルを基にシミュレーションの様
子を動画として視覚化することができる．
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図–46 MATSimの構造

9.3 DTAの流れ
HP に基づく経路誘導を行うにあたり，通常のイン
プットデータに加えて最大遅れ時間情報が必要となる．
最大遅れ時間情報を得る方法としては，実際の交通情
報を用いる方法とシミュレーションから得られる旅行
時間情報を用いる方法が考えられる．前者の方法を取
る場合，シミュレーションのネットワークや OD需要
が現実の交通情報と十分な整合性を持っている必要が
ある．本研究では後者の方法により遅れ時間情報を得
ることとする．
(1) Hyperpathに基づく経路誘導の導入方法
まず HPに基づく経路誘導がない状態で数日分のシ
ミュレーションを実行し，アウトプットとして出力さ
れる linkstatsファイルを利用して最大遅れ時間を算出
する (図–47 )．linkstatsファイルにはそれぞれのリンク
の各時間帯における最大旅行時間と最小旅行時間（自
由流時間）等が含まれており，この差分をとることに
より最大遅れ時間情報を得る．この最大遅れ時間情報
は，各リンクの持つ属性としてMATSimに渡すことが
できる．
次に，得られた最大旅行時間情報を用いて，HP に
基づく経路誘導に従う車両が混入する状況におけるシ
ミュレーションを行う（図–48）．経路再検討の方法と
して，確率に応じて HPに基づく経路誘導を適用する
ことにより，普及と交通流への影響を分析する．

9.4 簡易ネットワークを用いた検討
検証用ネットワークとして Sioux Fallsネットワーク
を利用する．これは，交通量配分のベンチマークテス
トとして多用される 24ノード 76リンクからなる仮想
ネットワークである（図–49）．
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図–48 HPに基づく経路誘導を含む DTA

提供されている OD表は日単位であるため時間帯ご
との変動を持たない．本研究では時間帯毎に交通需要
が変動することを考慮するため，出発時刻が正規分布
に従うと仮定した．また，交通需要のパターンによっ
てリスク回避型経路誘導の効果が異なると予測される
ため，トリップ数と出発時刻の標準偏差に異なる値を
用いた計 4パターンの OD需要を作成した（図–50）．
さらに，交通量の多寡の影響を調べるため，Case.1・2
では全トリップの 10%を，Case.3・4では全トリップの
20%をランダムに抽出している．すなわち Case.1は比
較的交通量が少なく，また需要が時間的に分散的な場
合，Case.2は比較的交通量が多いが需要が時間的に分
散的な場合，Case.3は比較的交通量が少ないが需要が
時間的に集中的な場合，Case.4は比較的交通量が多く
需要が時間的に集中している場合を表す．
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図–49 Sioux Fallsネットワーク
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図–50 OD需要の出発時刻分布パターン (4 Cases)

(1) 統計旅行時間データの取得
HP に基づく経路誘導では，各リンクの最大遅れ時
間等の統計的な旅行時間データが必要となる．そこで，
HPに基づく経路誘導を含めたシミュレーションをする
前段階として，統計的な旅行時間データを得るための
10日分の交通流シミュレーションを行った．ここで得
られた結果を元に統計的な旅行時間データを取得し，後
述のシミュレーションに利用する．

10日分の結果は図–51のとおりである．トリップ数
が 2倍の Case.2と Case.4は Case.1と Case.3に比べ
て平均旅行時間が大きく，また出発時刻分布の標準偏
差が小さい Case.3と Case.4は同じエージェント数の
場合よりも平均旅行時間が大きい．本研究では，それ
ぞれのケースについて 5日目から 10日目の最大遅れ時
間の最大値を利用して HPに基づく経路誘導が交通流
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図–51各ケースの平均旅行時間・HPなし（10日分）

に与える影響を分析する．時間帯別の最大遅れ時間と
して，1時間ごとに異なる最大遅れ時間を考慮する．

(2) シミュレーション結果 1（One-shot simulation）
全車両の平均旅行時間 Case.1∼Case.4のそれぞれに
ついて，HP に基づく経路誘導に従う車両の割合を
0%∼100%まで 20%おきに変化させてシミュレーショ
ンを行った結果を図–52に示す．トリップ数が比較的少
ない Case.1及び Case.2では，HPに基づく経路誘導に
従う車両の割合が変化しても平均旅行時間に大きな差
は見られなかった．出発時刻標準偏差が小さい Case.3
においては，HPに基づく経路誘導の割合が 20%から
40%の間にやや旅行時間の減少が見られるが，更に割
合が増加すると旅行時間は最短時間経路誘導が 100%の
場合に徐々に戻っている．また，トリップ数を比較的
多く設定した Case.2，Case.4の結果を見ると．Case.2
では，HPに基づく経路誘導に従う車両の割合が 60%ま
で増加するまでの間は単調に平均旅行時間が減少して
いるが，その後やや増加している．Case.4では，HPに
基づく経路誘導の割合が増加すると共に 80%まで増加
するまでは単調に平均旅行時間が減少している．特に
割合が 40%から 80%までの間では 15%（17分）程度の
旅行時間の減少が見られた．

考察 Case.1では，平均旅行時間を含む多くの結果で
HPに基づく経路誘導と最短時間経路誘導の間に大きな
差異が見られなかった．これは，混雑がそれほど発生
していない場合には，遅れ時間が小さいため，HPと最
短時間経路がほぼ一致していたためと考えられる．本
研究において，HPは最大遅れ時間に応じて潜在的最短
経路群から確率的に経路誘導を行うことを想定してい
るが，Case.1においては最短時間経路以外を選ぶ確率
が比較的低かったと考えられる．

HPに基づく経路誘導に従う車両の混入率が増加した
際に，一定の割合までは平均旅行時間が減少するが，そ
の後減少率は増加に転じる，または減少幅が小さくなっ

図–52各ケースの平均旅行時間，HPあり（1日分）

ている．これは同一情報，同一経路誘導方法に従う車
両が増加したためと考えるのが自然である．HPでは確
率的に誘導するため最短時間経路誘導などと比べてそ
の影響は少ないと考えられるが，多くの経路誘導方法
と同様に，混入率が一定値を超えると平均旅行時間が
増加すると考えられる．
平均旅行時間と混雑リンク数の状況を総合的に考え
ると，HPの導入率が 40%から 80%程度の時に平均旅
行時間が減少し，また旅行時間の増加率が 100%から
300%付近のリンク数が減少している．このことから，
HPに基づく経路誘導ではこれらのリンクを回避してい
ることが推測される．従って，HPに基づく経路誘導に
従う車両は，旅行時間増加率の観点から見ると，より
混雑の小さいリンク，または旅行時間増加率の大きい
リンクへ誘導され，結果として平均旅行時間が減少し
ている．後者はやや不自然と考えられるかもしれない
が，仮に他のリンクにおいて過去にさらに大きな遅れ
時間が生じていた場合，旅行時間増加率が大きいリン
クへ誘導される可能性も示唆される．

(3) シミュレーション結果 2（30 days simulation）
全車両の平均旅行時間 図–53は，Case.4の OD交通
需要を用いてHPに基づく経路誘導に従う車両の割合を
0%∼100%まで 20%毎に変化させた際のシミュレーショ
ンを 30日分行った結果を示している．横軸は日数，縦
軸はそれぞれの日における全エージェントの平均旅行
時間を表す．HPの割合が 0%，20%と比較的小さい場
合は，似たような傾向が得られた．日によって平均旅
行時間のばらつきが大きく，30日間の平均旅行時間の
最小値と最大値に約 1500∼1600秒（25分 ∼27分程度）
の差異が見られた．即ち，交通需要パターンが同じで
あっても平均旅行時間が最小値から 25%∼30%程度増加
することがあるということが確認される．

HP の割合が 40%，60%の時には，若干ではあるが
日々の平均旅行時間のばらつきが小さくなっているこ
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図–53平均旅行時間（30 days simulation，Case.4）

表–26平均旅行時間の集計結果（30 days，Case.4）

min (sec) max (sec) Mean SD
HP 0% 5718 7219 6713 408
HP 20% 5756 7387 6786 405
HP 40% 6396 7436 6854 304
HP 60% 5503 6728 6241 317
HP 80% 5343 5838 5633 104
HP 100% 5434 5686 5564 70

とが確認できる．特に 20日目以降では，ばらつきが小
さい傾向にある．特に 60%の場合では，全体的に平均
旅行時間が比較的小さい値で推移している．30日間の
平均旅行時間の最小値と最大値の差異は，約 1000 秒
∼1200秒（17分 ∼20分程度）であった．一方，HPの
割合が 80%，100%と比較的大きい場合にも同様な傾向
が得られた．他の場合に比べて，全体的に平均旅行時
間が小さい値で推移していることが確認できる．また，
日々の平均旅行時間のばらつきも 30日間通して小さい
傾向が確認された．平均旅行時間の最小値と最大値の
差異は，約 250秒 ∼500秒（4分 ∼8分程度）であった．
つまり，平均旅行時間は最大でも最小値から 10%以内
の増加にと留まっているということが確認された．
以上の結果を集計すると表–26のようになる．平均旅

行時間の 30日間の平均値は，HPの割合が増加すると
ともに一様に減少傾向にあることが確認できる．また，
平均旅行時間の 30日間のばらつきを表す標準偏差も一
様に減少傾向にある．即ち，HPに基づく経路誘導に従
う車両の割合が増加するとともに，平均旅行時間は減
少し，また日々の平均旅行時間のばらつきも小さくな
るという結果を得た．
表–26の平均旅行時間の最小値及び最大値を見ると，

最小値は HP の割合が 40%の場合を除けばおおよそ
5300∼5800 秒（88 分 ∼96 分程度）の範囲に収まって
いるのに対し，最大値は 5700秒 ∼7400秒（95分 ∼123
分程度）と大きな差異が確認された．平均旅行時間の
最小値と最大値の差異が最も小さかったのは HPの割

合が 100%の場合で，最も大きかったのはHPの割合が
20%の場合であった．
混雑の発生状況 図–54∼59は，30日目のピーク時に
おける走行速度のスナップショットを示している．走
行速度が 10km/h以下のリンク数は，HPに従う車両の
割合が 0%，20%の場合には 20本程度見られるのに対
し，40%，60%，80%の場合には，15リンク程度となっ
ている．一方で，割合が 100%の場合には，走行速度が
10km/h以下のリンク数が約 20本程度見られた．
また，HPの割合が 0%や 20%の場合には，全く利用
されていないリンクが 10本以上見受けられるが，割合
がそれ以上になると，全く利用されていないリンク数
は 5本程度に減少していることがわかる．
考察 平均旅行時間の 30日間の推移から，HPの割合
が増加するにつれて平均旅行時間が減少し，また日々
の平均旅行時間のばらつきも減少するという結果を得
た．HPの割合が少ない時は，最短時間経路に基づく経
路誘導に従う車両が相対的に多い場合である．最短経
路経路誘導に従う車両は，前日のリンク旅行時間に基づ
いた最短時間経路を翌日の経路として選択するが，同
一時間帯・同一ODの車両群は同一の経路を選択する．
従ってその様な車両群の日々の経路変更によって平均
旅行時間に大きなばらつきが生じていると考えられる．
一方，HPに基づく経路誘導に従う車両群は，統計的
な旅行時間データにのみ基づいて誘導されるため，日々
の平均旅行時間のばらつきが比較的小さくなっている
と考えられる．また，同一時間帯・同一 ODの車両群
でも，複数経路群から確率的に異なる経路に誘導され
るため，車両の集中が発生しにくく，全体的に平均旅
行時間が小さくなっていると考えられる．

HPの割合が 100%の場合にも，日々の平均旅行時間
に若干のばらつきが見られる．これは，ベースとなっ
ている統計的な旅行時間データは普遍のものを用いて
いるため，それぞれの経路の選択確率自体は同じであ
るが，生成された乱数が異なるために選択された経路
は他の日と全く同じにならない場合があるためである．
例えば，ある時間帯，あるODにおけるHPが経路Aと
経路 Bからなり，経路Aの選択確率が 30%，経路 Bの
選択確率が 70%の場合，それぞれの車両について 0∼1
の乱数を生成し，乱数の値が 0.3未満の場合には車両は
経路 Aへ誘導，乱数の値が 0.3以上の場合には車両は
経路 Bへ誘導される．
図–54∼59から，HPの割合増加に伴い 30日目のピー
ク時に使われているリンク数が増加しているという結
果を得た．これは HPに基づく経路誘導において，比
較的分散的なネットワーク利用が達成されていること
を示唆している．また，分散的なネットワーク利用に
よって走行速度が改善されていることからも，HPに基
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図–55 Case.4 HP 20%
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図–56 Case.4 HP 40%
on day 30
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図–57 Case.4 HP 60%
on day 30

!"

図–58 Case.4 HP 80%
on day 30
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図–59 Case.4 HP100%
on day 30

づく経路誘導の効果が確認される．

9.5 大規模ネットワークにおける Hyperpath普及の
影響分析

(1) 設定条件

次に HPの普及率と実際の交通ネットワーク全体へ
の影響及び，その実ネットワーク規模での計算可能性を
明らかにするため，首都圏一般道を対象とするシミュ
レーションを行う．対象とするネットワークデータは
表–27に示すように首都圏中心部と近郊における細街路
を除いた一般道である．OD需要は表–28に示した平成
20年パーソントリップ調査の自動車通勤トリップを基
に，計算負荷削減のためトリップ数の 1%をAgent数，
つまり，1 Agent=車両 100台として適用する．
このシミュレーションでは，Intel Xeon E5 6 コア

3.5GHz，メモリ 64GBの環境下で計算を実行した．こ
の環境では 1 AgentのHPの計算にかかる時間は 50ミ
リ秒程度であり，最も計算時間の掛かる HPが 80%の
ケースで 30 日分の計算で 7 時間程度の計算時間とな
る．それに合わせて，ネットワークの容量も 1%に縮小
してシミュレーションを行った．各トリップの発着点
は計基ゾーン内にランダムで生成し，同じゾーン内のト
リップは除外した．シミュレーションは朝の混雑時間
帯を想定し，Agentの出発時刻を朝 7時をピーク (平均
値)，標準偏差 1時間の正規分布として与えており，前
節の分析と同様に出発時刻の変更は行わないものとす
る．図–60に本研究のシミュレーションで利用したネッ
トワークデータの全景を示す．四角で囲んだエリアが
パーソントップ調査の対象地域内に相当する．

シミュレーションでは将来的な HPに基づく経路誘
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表–27シミュレーションの基本データ

項目 要素
ノード数 444,228
リンク数 177,971
Agent 数 219,642

シミュレーション時間 午前 5 時～午前 10 時

エリア
東京都，神奈川県，千葉県，
埼玉県，茨城県南部

表–28平成 20年パーソントリップ調査の概要

項目 要素
ゾーン数 601

OD ペア数 17,166
自動車通勤トリップ数 2,306,892

エリア
東京都，神奈川県，千葉県，
埼玉県，茨城県南部

図–60シミュレーションに利用した DRMデータ

導の普及を考え，HPと SPに従うドライバーの比率を
変化させ，複数のケースで評価を行う．HPの生成に必
要な統計的遅れ時間は，SPのみのケースで 30日分の
day-to-dayシミュレーションを行い，得られたリンク
最大遅れ時間の平均値を利用し，30日分のシミュレー
ション結果を用いて全Agentの 1日平均旅行時間 tn[分]
を算出し，その集計値としてAgentの 30日分平均旅行
時間 tn

ave，30日分標準偏差 σ[分]を評価する．

(2) シミュレーション結果と考察
このシミュレーションにおけるパフォーマンス指標の

変化を見る．まず，図–61に全Agentの 1日平均旅行時
間の推移を示す．また，表–29には全Agentの 30日分
平均旅行時間 tn

ave[分]と標準偏差 σ[分]を示す．Agent
全体の平均旅行時間は SPが 100%のケースとHP80%の
ケースで約 7分程度の差があり，HPの普及率の増加
に従ってネットワークのパフォーマンス指標が十分向
上している．また，SPのみのケースでは平均旅行時間
の日変動が大きく現れている．tn

aveの標準偏差 σについ
て，SPのみのケースと HPを含むケースの間では tn

ave

図–61全 Agentの平均旅行時間 tn
ave の推移

表–29首都圏ネットワークでの全 Agent平均旅行時間
と標準偏差

経路選択アルゴリズム t[分] σ[分]
HP 80% 43.23 0.10
HP 60% 44.19 0.16
HP 40% 45.69 0.22
HP 20% 47.48 0.23
SP 100% 49.92 0.71

についての F検定より，5%水準の有意差があることも
確認され，HPに基づく経路誘導の導入と普及率の増加
でネットワーク全体の平均旅行時間の短縮とその標準
偏差の低下が起きていることが示唆される．
なお，首都圏一般道ネットワークでは，ODペア間で
旅行距離の差が大きく，旅行時間はトリップ長の影響
を大きく受ける．したがって，Agentの旅行時間を旅
行距離で割って 1kmあたりの旅行時間として単位距離
旅行時間 tunit[分/km]を計算し，tunitの全Agentの n日
目の平均値として tn

unit を算出，平均旅行時間の場合と
同様に tn

unitの 30日分平均値 tunitと 30日分標準偏差の
σunitを定める．図–62は tn

unitの推移を示し，表–30には
30日分集計値を示した．どちらのケースでも，平均旅
行時間による比較と同様，HPの比率が大きくなると単
位距離旅行時間の減少と，標準偏差の減少が見られる．
単位旅行時間については，標準偏差のスケールが非常に
小さいが，1日平均の単位旅行時間 tn

unitについて F検定
による仮説検定を行った結果，SP100%のケースとHP
を含むそれぞれのケースにおいて，観測数 30に対して
5%の水準で統計的に有意であることを確認している．
しかしながら，HPの比率が 60%，80%となるケースで
はケース間に大きな差が見られず，この二つのケース
では，tn

unit についての平均，標準偏差 σunit は共に有意
な差はない．この場合，Agent全体の平均旅行時間の
低下は見られることから，Agentの平均旅行距離が短
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図–62単位距離旅行時間 tn
unit の推移

表–30 首都圏ネットワークでの単位距離あたり旅行時
間と標準偏差

普及の度合い tunit[分] σunit[分]
HP 80% 4.60 0.02
HP 60% 4.62 0.02
HP 40% 4.71 0.03
HP 20% 4.90 0.03
SP 100% 5.24 0.07

くなるのではないかと考えられる．
以上のシミュレーション結果より，HPに基づく経路

誘導の普及率上昇に伴う，道路ネットワークの旅行時
間信頼性のパフォーマンス指標の向上が生じる可能性
が示唆される．

9.6 おわりに
本章では，HPによるリスク回避型経路誘導の普及が

交通流に与える影響について，シミュレーション手法に
よる動的経路配分を行うことにより分析を行った．ま
ず，特に混雑が激しい状況において，リスク回避型経路
誘導に従う車両の割合が増加するに従って平均旅行時
間の減少が見られた．30日間のシミュレーションでは，
特にリスク回避型経路誘導の割合が 80％と 100％の場
合において，平均旅行時間の減少ならびに平均旅行時
間の日変動の減少が確認された．このことから，HPの
普及率向上と共に道路ネットワークの旅行時間信頼性
に関わるパフォーマンス指標が向上することを確認さ
れた．同様の検証を，首都圏一般道のネットワークに
おけるシミュレーションでを通じて行ったところ，や
はり，同様の結果が得られた．以上より，HPに基づく
リスク回避型経路誘導の市場浸透に伴い，平均旅行時
間及びに旅行時間信頼性の改善効果が期待できる可能
性が示唆された．
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第 10章 全体まとめ

10.1 本研究開発の成果
本研究開発の成果を以下のとおりまとめる．

(1) 旅行時間信頼性向上の便益評価手法に係る研究開発
■旅行時間信頼性の経済評価方法の体系的整理（第2
章）旅行時間信頼性の経済評価に関する国内外の研究
及び実務の動向を調査し，特に旅行時間信頼性価値に
関する包括的レビューを通じて，経済便益推計に必要
となるデータ収集上の課題等を整理した．これにより，
本研究で開発する旅行時間信頼性向上の便益評価方法
の新規性・妥当性を明らかにした．
■旅行時間変動に起因するドライバーの移動コストの
試算（第3章）
　旅行時間信頼性の貨幣価値原単位（旅行時間変動

価値）を推定するための統合アプローチによる経済評
価手法を開発した．本手法は，旅行時間やスケジュー
リング制約を効用関数の引数として明示的に考慮して
いることからミクロ経済学理論にも整合している．そ
の上で，旅行時間変動を明示的に考慮したドライバー
の出発時刻選択行動のモデル化を行い，旅行時間変動
価値を導出することができる．本アプローチは，経済
理論との整合性も確保されつつ，経済便益は標準偏差
の減少分によって計測すれば良いという，実用上の容
易性も兼ね備えている．この統合アプローチの妥当性
に関して，高速道路旅行時間データを用いた基礎分析
を通じて検証し，旅行時間変動に起因するコストがド
ライバーの総コストに比して無視できない大きさ（約
二割程度）を占める可能性があることを明らかにした．
■旅行時間信頼性便益のケーススタディ（第4章）

2013 年 5 月に供用された阪神高速道路第 2 号淀川
左岸線を対象に，実際のプロジェクトの統合アプロー
チによる便益試算を行った．ETC-ODデータを用いた
before-after分析を行ったところ，時間信頼性便益は 7.2
円/台・日［時間短縮便益（27.6円/台・日）の 26％程
度］となり，既存の事例と同程度のシェアとなること
が確認された．なお，経路別・時間帯別・供用前後別に
個別に推定された時間信頼性指数（H指数）を比較し
たところ，条件間でH指数を同一と見なすことはやや
難しいことが分かった．しかし，非常に稀なインシデ
ント等の影響を適切に除去したデータを用いてH指数
を再計算すると，集約化の可能性が高まることが明ら
かになった．さらに，H指数の集約の度合いを高める
ほど，時間信頼性便益額は小さくなる傾向があること
が明らかになった．以上により，統合アプローチの特
徴や実務への適用に向けた簡略化の可能性についての
示唆を得られたものと考えている．

■一般道路網を全体対象とした旅行時間信頼性評価の
試論（第5章）
リンク単位での旅行時間信頼性評価から，経路やネッ
トワーク全体での評価へと論理整合的に拡張するため
の基礎的方法について検討を行った．具体的には，リ
ンク間での旅行時間の相関の程度を削減するための基
準化旅行時間を用いた分析方法の検討，並びに，安定
分布と一般化中心極限定理に基づくネットワーク全体
の旅行時間信頼性の近似的評価ための基礎理論を提案
した．一般道路における実旅行時間データを用いた検
討を通じて，提案方法の一定程度の有効性を確認した．
■統合アプローチのパラメータ推定方法の検討（第6
章）
統合アプローチに基づく旅行時間信頼性価値の推計
を行った．インターネットによる Stated Preference調
査を通じて得られたデータを用いてパネル効果や観測
／非観測異質性を考慮した離散選択モデルを推定した
結果，信頼性比の標本平均値が 2.40と推定された．過
去の事例と比べても値の乖離は小さく，少なくとも今
回の実証分析の限りにおいては旅行時間信頼性向上便
益が旅行時間短縮便益と比較しても無視できない大き
さとなる可能性が示唆された．さらに，性別・年収・普
段の通勤時間などといった被験者特性によっても旅行
時間変動価値が有意に異なる可能性も確認された．
　
なお，紙面の都合上本報告書では詳述できなかった
が，本研究開発では，以下のような検討も行っている．
詳細については，初年度および二年度報告書を参照さ
れたい．
■旅行時間変動の将来予測モデルの構築

ETCデータやプローブデータより得られる旅行時間
信頼性指標を道路特性や交通特性によって説明するこ
とが可能な，旅行時間変動の将来予測モデルのプロト
タイプを開発した．都市間高速道路（ETCデータ），都
市内高速道路（プローブデータ），都市内一般道路（プ
ローブデータ）を対象として予測式の推計を行い，い
ずれの場合においてもリーズナブルな推定結果が得ら
れた．
■旅行時間変動の社会的限界費用に関する基礎理論の
構築
ボトルネック渋滞による待ち行列の延伸が旅行時間
変動価値に及ぼす影響（旅行時間変動の社会的限界費
用）についての理論的な検討を行った．古典的なボト
ルネックモデルを拡張的して内生的な出発レートを考
慮した旅行時間変動価値を理論的に導出し，比較静学
分析を行ったところ，渋滞長に依存してランダム遅れ
の変動が変化する状況では社会的限界費用には何の変
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化も生じないことなど，直感には合致しない興味深い
知見が得られた．この成果は，特に混雑が激しい一般
道路などにおける，より適切な旅行時間信頼性の便益
推計のための基礎的知見を与えると考えている．

(2) 旅行時間の不確実性を考慮した動的経路誘導シス
テムに関する研究開発

■遅刻リスク回避型経路誘導アルゴリズムの開発 (第7
章)

不確実性下での意思決定理論を踏まえ，旅行時間が
変動する状況において恒常的な定時性確保の観点から
最適な経路をドライバーに推奨する遅刻リスク回避型
動的経路誘導アルゴリズムを新たに開発した．これは，
単一の最短経路ではなく遅刻リスクを最小化する最適
な経路群（Hyperpath: HP）を求めるものであり，本研
究では，(1)楽観的ノードポテンシャルの導入，(2)ノー
ド有効探索の実施，というそれぞれ独立した 2つの経
路探索基準を新たに導入することによって経路探索ス
ピードの高速化に成功した．これにより，本経路誘導
手法の実務への適用可能性を確認した．さらに HPに
基づく経路推奨基準と他の標準的な経路推奨基準との
比較をシミュレーションによって行ったところ，HPに
よる経路誘導アルゴリズムの方が，旅行時間信頼性の
観点は勿論のこと，状況次第では平均旅行時間の観点
からも優れる場合が起こり得ることが確認された．以
上を通じて，提案する手法の妥当性並びに従来手法に
対する優位性を明らかにした．
■Hyperpathに基づく遅刻リスク回避型経路誘導シス
テムの開発と検証 (第8章)

実道路ネットワーク上での利用を念頭に置いて，HP
に基づく遅刻リスク回避型経路誘導システムの構築を
行った．システム構築においては，民間プローブの長
期旅行時間データベースより旅行時間変動プロファイ
ルを推定した上で，出発時刻に応じて最適な HPを出
力する時間依存型 HP探索の高速アルゴリズムをサー
バー上に実装した．その上で，サーバー（HP計算）∼
クライアント（車上での経路誘導）方式による動的経
路誘導Androidアプリケーション“HyperNav”を開
発した．次に，構築したシステムを用いて様々な交通
条件下での実走実験を実施し，どのような状況下でHP
による経路誘導が旅行時間信頼性向上の効果をもたら
しうるのかを実証的に検証した．公道上での実走実験
を通じて本経路誘導システムの旅行時間信頼性に対す
る効果を検証したところ，HPによる経路誘導は最短経
路探索に基づく経路誘導と比べて，旅行時間のばらつ
きを抑制させる効果，特に大きな遅れ時間の生起確率
を有意に低下させる効果があることが明らかになった．
■リスク回避型経路誘導の社会的普及がネットワーク

交通流に及ぼす影響 (第9章)

近い未来に HPルールに従うインテリジェントな自
動車が徐々に社会に普及していく状況を念頭に置いて，
HP によるリスク回避型経路誘導に従うドライバーが
徐々に普及することの影響を評価できる，エージェン
トベースの動的交通流シミュレーターを開発した．ま
ず，簡易な仮想ネットワーク上において，どのような交
通流条件（ODペア，道路容量，ネットワークの位相構
造，普及のバランス等）において HP経路規範のドラ
イバー群によってネットワーク全体の定時性が向上す
る可能性があるのかを明らかにした．具体的には，特
に混雑が激しい状況において，リスク回避型経路誘導
に従う車両の割合が増加するに従って平均旅行時間の
減少が見られた一方，混雑が少ない状況では，最短経
路誘導との有意な差異は見られないなどの知見が得ら
れた．さらに，Day-to-Dayシミュレーションより，リ
スク回避型経路誘導に従う車両が高普及の場合におい
て，全車両の平均旅行時間の平均値と平均旅行時間の
標準偏差が共に有意に減少することが確認された．こ
れより，最短時間経路に従う車両の平均旅行時間は激
しい日変動を持つのに対し，リスク回避型経路誘導に
従う車両の平均旅行時間は日変動が小さく，HPによる
リスク回避型経路誘導の市場浸透に伴い，ネットワー
ク全体の旅行時間信頼性の改善のみならず，状況次第
では平均旅行時間の減少（速達性の向上）も期待され
ることが明らかになった．さらに，シミュレーション
の計算アルゴリズムの高速化を計った上で対象を首都
圏の一般道路ネットワーク全体に拡大し，実 OD表を
用いて HP車両普及のシミュレーションを行ったとこ
ろ，同様の結果が得られることが確認された．
　
以上をまとめると，本研究開発を通じて，道路の旅
行時間信頼性の評価と運用に関して，(1)アカウンタビ
リティの高い経済便益評価の方法論開発とその妥当性・
実用性の確認，ならびに，(2)遅刻リスク最小化のため
の最適経路誘導アルゴリズムの開発と現実のシステム
としての有用性・実用可能性の確認，を行うことがで
きたと考えている．

10.2 研究開発成果が社会に果たす役割
まず，まず，サブテーマ (1)の成果は，道路事業の評
価手法の高度化・精緻化に直接的に貢献するものであ
ると考えている．旅行時間信頼性の経済便益は利用者
便益全体の二割強を占めるという海外での試算もあり，
本研究の試算でも同程度の結果が得られている．時間
に厳格な日本人の国民性を鑑みるとそのシェアはさら
に大きくなる可能性もある．さらには，対象を旅客交
通のみならず物流交通へと拡張することで，定時性確
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保に対する全体ニーズは更に大きくなると考えられる．
このような中で，本研究開発を通じて考案・検証され
た統合アプローチに基づく経済便益評価は，旅行時間
信頼性の経済便益を適切に計測できる方法論の一つと
して，今後便益評価マニュアル等を検討するにあたっ
ての有用な知見の一つとなると考えている．
次に，サブテーマ (2)-1の成果は，旅行時間が不確実

な状況におけるドライバーの最適な経路誘導につながる
新たな技術開発がなされる可能性を示唆している．自
動車での移動における不満項目として“定時性の低さ”
が挙げられることは多く，本研究で開発した HPに基
づく経路誘導は，計算負荷が低くドライバーの解釈も
容易であるため，適切なクライアントアプリケーショ
ンやユーザーインターフェースの開発が進めば実用化
の可能性は十分にあるものと考えられる．
さらに，サブテーマ (2)-2の成果は，HPのようなイ

ンテリジェントな経路誘導方式が広く社会に普及する
ことによって社会全体の便益も向上することを確認す
るものである．今回得られた知見を踏まえてシステム
を拡張し，より高精度の需要データや旅行時間データ
を適用することにより，本研究開発成果が「経路誘導
システムをどのような方針で普及させれば道路ネット
ワーク全体の効率性が向上するのか」を具体的に検討す
る上での評価ツールとして昇華することが期待される．
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